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藤沢市子ども・子育て会議　資料２

「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」
第４章における掲載事業（１５５事業）について

平成２９年度取組状況



藤沢市子ども・子育て支援事業計画に掲げた計画事業の平成２９年度達成状況

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

１．子育て支援の充実 39 74% 14 26% 0 0% 0 0% 0 0% 0 53

２．親子の健康の確保及び増進 8 42% 10 53% 1 5% 0 0% 0 0% 0 19

３．豊かな心を育む教育環境の整備 13 39% 19 58% 0 0% 0 0% 0 0% 1 33

４．子育てしやすい生活環境の整備 8 62% 4 31% 1 8% 0 0% 0 0% 0 13

５．仕事と家庭との両立の推進 5 71% 1 14% 1 14% 0 0% 0 0% 0 7

６．配慮を必要とする子ども・家庭への支援 19 79% 5 21% 0 0% 0 0% 0 0% 0 24

７．若者の自立支援の充実 3 50% 3 50% 0 0% 0 0% 0 0% 0 6

95 61% 56 36% 3 2% 0 0% 0 0% 1 155

■各計画事業の評価基準（Ａ～Ｅ）について ■目標達成状況　Ｄ以下の事業一覧

 　評価については（Ａ～Ｅ）の５段階方式による 評価 事業NO

　 所管部署それぞれの自己評価とし、進捗状況

 　によって次のように区分しています。

　　A ＝ 90%以上

　　B ＝ 70～90%未満

　　C ＝ 50～70%未満

　　D ＝ 30～50%未満

　　E ＝ 30%未満

Ｄ

基本目標

合計

未評価

事　　業　　名 担当課

Ｅ
事業数

評価 Ａ Ｂ Ｃ



●基本目標１　「 子育て支援の充実 」
個別事業に対する評価

1 子育て支援センター事業の充実 子育て企画課
子育て全般に関する専門的な支援を行う拠点として、親子の交流の場の提供や子育てに関する
相談、情報提供などの基本的な機能のほか、利用者支援の充実を図るため、保育サービスの情
報提供や母子保健相談の実施を検討します。平成27年度3ヵ所。

子育て支援センターにおいて、親子の相互交流・相談・情報提供・講習会等を実施し、4ヵ所の延
べ利用者数は74,956人、相談件数は10,761件。相談内容の複雑化、ニーズの多様化に対応する
ため、非常勤子育てアドバイザーに加え、辻堂及び六会子育て支援センターに正職の保育士2名
を配置し、子育て家庭の個々のニーズに沿った子育て支援サービスの情報提供や相談をする中
で、関係機関との調整など、より一層の迅速かつきめ細やかな支援を実施。妊娠期から支援セン
ターへ来所を促すことで、切れ目のない支援を行っていく。

B

2 つどいの広場事業の充実 子育て企画課
子育て支援センターと連携しながら、子育て相談や地域の実情に合わせた子育てに関する講習
会を実施します。平成27年度4ヵ所。

4ヵ所のつどいの広場において親子が気軽に集い、語り合うなどの相互交流を中心に、相談・情
報提供・講習会を実施。子育て支援センターと連携し、保健師・栄養士による出張相談や講習会
等を15回実施。地域の実情に合わせた支援の充実を図る。

B

3 子育てふれあいコーナー事業の推進 子育て企画課
遊びを通して、気軽に相談ができることで、子育てに対する不安や悩みを軽減するとともに、親子
の交流の促進を図ります。平成27年度21ヵ所。

身近な場所にある地域子どもの家・児童館を活用し、親子同士や子育てボランティアとの相互交
流や育児相談を22ヵ所で実施。297日開設、延べ利用者数は3,669人。子育て家庭がさらに地域と
つながるような情報提供及びボランティア不足の解消に取り組む。

B

4 藤沢版つどいの広場への支援 子育て企画課 引き続き、子育てアドバイザーの派遣などにより、その活動を支援します。
子育てアドバイザーによる出張相談や離乳食講座、感染症について、親子ふれあい遊び等、親
子向けの講座を年4回実施。栄養士・助産師による巡回相談も行う。

B

5 利用者支援の充実
子育て企画課
保育課

保育サービスの情報提供として、保育コンシェルジュによる相談のほか、地域の子育て支援セン
ター等での実施を検討します。
産前・産後における相談支援の充実に向けた検討を進めます。

保育コンシェルジュの出張相談については、湘南台・辻堂・六会子育て支援センターにて実施。
妊娠・出産期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を推進するため、子ども健康課と子
育て企画課の兼務保健師や地区担当保健師とも連携している。特に支援が必要な困難ケースで
支援センターに来られない親子に対しては、アウトリーチによる支援も検討していく。

B

6 地域に開かれた保育園 保育課
引き続き、子育て家庭交流事業、小・中・高校生と園児との交流、世代間等交流事業、体験保育、
子育て相談などを行います。

平成29年度に基幹保育所が2園となり、地域の子育て家庭交流事業、子育て相談の充実を図っ
た。今後もニーズにあった事業の実施と合わせて、引き続き世代間交流、小・中・高校生と園児と
の交流等も実施していく。

A

7 一時預かり事業の推進 保育課
一時預かりの需要は高いことから、新設園・改築園において一時預かりの実施を推進し、より多く
の希望者の受け入れを図ります。

平成29年度は公立、法人立合わせて20園で一時預かり事業を実施。今後は対象者の拡大を視
野に入れ、事業の充実を図っていく。

A

8 ファミリー・サポート・センター事業の充実 子ども家庭課
「 おねがい会員」の多様なニーズに対応できるようにするため、広く事業のＰＲを行い「まかせて
会員」の会員数の増加に取り組みます。
また、料金等も含め誰もが利用しやすい制度となるよう検討を進めます。

まかせて会員の増加を図るため、年3回の｢まかせて会員研修会｣の実施にあたり周辺地域の回
覧で周知を行うなど、より多くの参加者を募ることができた。
　・おねがい会員：5,814人　まかせて会員：1,014人　どっちも会員：559人
　・活動件数・・・・・・12,160件

A

9 トワイライトステイ事業の推進 子ども家庭課 地域ごとの利用状況等を踏まえ、実施施設の拡大や支援の充実を図ります。 　・延べ利用日数・・・205日 A

10 ショートステイ事業の推進 子ども家庭課 利用状況を踏まえ、利用者のニーズに応じた支援内容の充実を図ります。 　・延べ利用日数・・・273日 A

11 ブックスタート事業
総合市民図書館
（子育て企画課）
（子ども健康課）

ブックスタート事業の目的の共有化や資質向上等の目的のため、職員とボランティアの交流会・
研修会を行います。
ブックスタート前後の乳幼児とその保護者など、幅広い年齢の子どもに向けて、読書に関心を持
つ機会の拡充を図るため、啓発の機会を検討します。

ブックスタート事業を48回実施し、3,547人に配布するとともに、ブックスタートボランティア交流会
及び研修会を各1回実施した。また、ブックスタート事業前後のフォローアップ事業として、母子健
康手帳交付時、「こんにちは赤ちゃん事業」実施時及び3歳6か月児健診時にそれぞれ啓発リーフ
レットを配付した。

A

12 法人立保育所における保育内容の充実 保育課
社会福祉法人立などの認可保育所に対して、人件費を中心とした運営費などの助成を行い、保
育内容の向上及び施設運営の安定を図ります。

平成29年度は保育士等宿舎借り上げ事業補助金を新設した。今後も人件費を中心とした運営費
などの助成を行い、保育内容の充実と施設運営の安定を図る。

A

13 保育所等の計画的な整備や受入児童数の拡大 子育て企画課

待機児童解消加速化プランによる国・県の補助制度を積極的に活用し、保育所や小規模保育施
設の新設など施設整備を積極的に進め、定員の拡大を図ります。
平成31年度までに、保育所の新築・改築などにより、定員拡大を図ります。
地域型給付の対象となる0歳児から2歳児までの低年齢児の待機児童解消を図るため、小規模保
育施設等の新設を進めます。

藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）（以下「ガイドライン」という。）に基づき、これまでの取組の
結果、平成29年度末までの3年間において、ガイドラインの計画を上回る定員拡大を図りました。
しかしながら、計画策定時の保育ニーズの見込みを上回る実状であることを踏まえ、平成29年度
当初の保育ニーズを精査したうえで、認可保育所等の公募など具体的な取組を進め、平成29年
度において387名の定員拡大を図りました。
また、ガイドライン計画期間の中間年であること及び上記の状況を踏まえ、平成30年3月にガイド
ラインの見直しを図るとともに、平成31年度以降の保育ニーズに対応すべく、平成30年度当初の
保育ニーズを精査し、平成30年度上半期に認可保育所の公募などの取り組みを進めてまいりた
いと考えております。
なお、保育所の新規開設に限らず、保育士の確保が課題となっており、動向等を注視する必要が
あると認識しています。

A

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向担当課
事業の
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●基本目標１　「 子育て支援の充実 」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向担当課
事業の

達成状況
事業名番号

施策の柱

14 休日保育事業の実施 保育課 現状は南部に2か所で実施しており、平成31年度までに5ヵ所（50人）の実施を目指します。
平成29年度に北部（湘南台）に休日保育事業を１カ所開設したことにより、現在は市内4ヵ所で休
日保育を実施いている。今後も、多様化する保護者の就労形態と保育ニーズに対応するため、実
施箇所の拡大を検討していく。

A

15 病後児保育の推進 保育課
今後は新設園に実施を要請し、開設場所を増やすことで保護者が利用しやすい環境づくりを目指
します。
地域のバランスを考慮しながら増設を検討します。

平成29年度は新規開設は無いが、法人立保育所３園で病後児保育を継続的に実施した。今後、
地域のバランスを考慮した増設を検討する。

A

16 延長保育事業の充実 保育課 今後新設される園に対して、延長保育の長時間化の実施を要請します。
既存の実施園に加え平成29年度新設園で延長保育を実施した。今後も新設園等の実施の推進
を図っていく。

A

17 夜間保育事業の推進 保育課 保護者ニーズを踏まえながら、その増設を検討します。
南部地区の法人立認可保育所1園で実施した。現在、全ての認可保育所において延長保育を実
施しており、夜間の実施については、今後そのニーズを踏まえ、方向性を検討する。

A

18 届出保育施設への支援
子育て企画課
保育課

認可保育所・小規模保育施設への移行を進めます。

認可保育所への移行を目指す届出保育施設に対し、補助対象児童数に応じて運営費補助や利
用者負担額（保育料）を軽減するための経費の補助を行った。
併せて、施設整備にかかる補助を行うことにより、認可保育所への円滑な移行促進が図られ、平
成30年1月に「湘南たんぽぽ保育園」が認可保育所へ移行した。

A

19 保育サービスの第三者評価の実施 保育課 今後も引き続き、第三者評価を実施し、保育サービスの質の維持・向上を図ります。
平成29年度は公立保育園２園、法人立保育園７園で実施した。今後も引く続き、第三者評価を実
施し、保育サービスの質の維持・向上を図っていく。

A

20 幼児教育の振興 保育課 幼稚園・幼児教育施設に継続して助成を行うことにより、教育環境の向上を進めます。
平成29年度においても、幼稚園・幼児教育施設に対し助成を行った。今後も助成単価を見直しな
がら継続して事業を実施していく。

A

21 幼稚園に対する認定こども園への移行支援 保育課 具体的な支援策を検討し、積極的に支援を行うことにより設置の促進を図ります。
新たに認定こども園へ移行した幼稚園に対し、きめ細やかな支援を行った。今後も認定こども園
への移行を検討する幼稚園があった場合には、円滑な移行に向けての支援を行っていく。

B

22 実費徴収に係る補足給付を行う事業 保育課 国の基準に基づき、教材費や行事参加費等の実費負担に対して、助成をを行います。
国の基準に基づき、教材費や行事参加費等の保護者実費徴収分を負担する施設に対して助成
を行った。今後も引き続き事業の実施を図っていく。

A

23 幼稚園における預かり保育の長時間化等の推進 保育課 幼稚園事業者と協議のうえ、早期に具体的な支援策を検討します。
保育を必要とする保護者が、保育施設だけでなく幼稚園も選択できるよう各幼稚園に対し、課業
日における預かり時間の長時間化と、長期休業日における開設日数の拡大に向けて、協議・調
整を行った。今後は、国が進める「幼児教育の無償化」の内容に注視しながら対応を図っていく。

A

24 藤沢型認定保育施設への支援
子育て企画課
保育課

今後の待機児童の状況を踏まえながら、当面の間、新たな認定を行います。

届出保育施設のうち、市が定める一定の条件を満たして認定をした藤沢型認定保育施設に対
し、運営費等を補助することにより、施設の安定的な運営を支援し、保育環境の充実と利用者負
担の軽減を図った。
新規認定の募集を行い、平成30年4月に向けて新たに開所する1施設に対して新規認定（C型）を
行った。
また、すでに藤沢型認定保育施設Ｃ型に認定した施設に対し、より運営等の基準が厳しいＡ型へ
の移行を支援し、保育の質の向上を図った。
今後も、引き続き藤沢型認定保育施設の運営や認定等に関する支援を行うことで、保育環境の
充実を図っていく。

A

25 保育所・幼稚園における児童の安全確保の充実 保育課 今後、看護師の配置を行う園に対する補助を検討します。
児童の健康管理、感染症の予防、アレルギー対応等の取り組みを充実するため、看護師又は保
健師を配置する法人立の認可保育所に対して助成を行った。今後も施設における安全確保の向
上に向け、保育所等における看護師等の配置拡大について検討していく。

A
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●基本目標１　「 子育て支援の充実 」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向担当課
事業の

達成状況
事業名番号

施策の柱

26 放課後児童健全育成事業 青少年課

放課後児童クラブの量の見込み3,650人に対し、「藤沢市放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準を定める条例」に基づき、平成31年度までの5年間で新たな基準に則した放課
後児童クラブの施設整備及び運営を図ります。
平成31年度までに、20％を小学校内で実施することを目指します。
放課後児童クラブの実施に当たっては、教育委員会と連携を図るとともに、小学校の余裕教室の
活用について協議します。
すべての放課後児童クラブで、開所時間を午後7時まで実施します。
放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的、または連携による実施について検討を進め
ます。
障がい児等の受け入れにあたっては、バリアフリーなど障がいに配慮した施設整備を計画しま
す。

・平成27年3月策定の「藤沢市放課後児童クラブ整備計画」に基づき、施設整備を行った。
〇新設2ヵ所…海の子児童クラブ（高砂小学校区）、葵KID'Sクラブ（六会小学校区）
〇移転1ヵ所…ほしのこ児童クラブ（駒寄小学校区）（定員確保策として緊急開所していた第2ち
びっこ児童クラブを本設化）
・平成30年度の整備に向け、検討・調整を行った。
〇公募による新設4ヵ所…辻堂小学校区児童クラブ、亀井野小学校区児童クラブ、大鋸小学校区
児童クラブ、八松小学校区児童クラブ
〇公募による移転1ヵ所…第2竹の子児童クラブ（八松小学校区）
〇新築整備による移転1ヵ所…神明しいのみクラブ（本町小学校区）
〇複合施設整備による移転1ヵ所…第2さわやか児童クラブ（藤沢小学校区）
・整備計画にある量の見込みを超える需要増により、依然として待機児童が発生しており、公募
手法等を積極的に活用し、児童クラブの整備を進めていく必要がある。
・特別な支援が必要な児童の受け入れについて、試行実施の結果を受け、介助員の配置等の課
題について関係機関との協議を行い、今後の受入体制の構築に向けた整理を行った。

B

27 放課後子ども教室推進事業 青少年課

教育委員会と連携を図り、希望する小学校区を調査、把握し、実施に向けて計画的な整備を推進
します。
平成31年度までに、一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室を、新たに3カ所整備する
ことを目指します。
放課後子ども教室の実施にあたり、余裕教室の活用については、教育委員会と連携を図り、事業
計画を定めるとともに責任体制を明確化します。
放課後子ども教室及び放課後児童クラブの一体的、または連携による実施について検討を進め
ます。

小糸小学校区及び亀井野小学校区において放課後子ども教室を実施した。
・平成29年度利用児童数…小糸小学校区　2,968人、亀井野小学校区 5,609人
小糸小学校区においては、隣接するたんぽぽ児童クラブの児童が夏休み事業に多く参加し、通
常開室日の利用とあわせ延べ189人の利用があった。
・当事業の拡充に向け、特定の学区を想定し、保護者との意見交換会の実施や学校・教育委員
会等と協議・検討を行った。

B

28 公民館での子ども開放事業の実施 生涯学習総務課
子どもたち自身が企画・運営を行ない、横のつながりを深める事業を実施します。
子どもが自由に来館して、さまざまな遊び等を体験できる事業を実施します。
体育室や学習室を開放し、異年齢での交流を深める事業を実施します。

片瀬公民館が実施した「第36回わくわく子ども天国」においては、子どもたちが事業の企画・運営
に携わるなど、公民館における子どもの居場所の充実が図られたほか、藤沢公民館や御所見公
民館が実施した学習室の開放事業では、子どもたちに学習の場を提供した。また、各公民館で実
施した体育室の開放事業では、子どもでも参加しやすい卓球やバドミントン等を実施し、公民館の
開放事業に多くの子どもたちが参加することができ異年齢間での交流が図られたことから、今後
も引き続き公民館において、子どもを対象とした開放事業等を実施していく。

Ｂ

29 学校体育施設開放の充実 スポーツ推進課
子どもたちに親しみやすいスポーツ活動の場を確保するため、身近な学校体育施設の開放充実
を図ります。

・市内小中学校54校の体育館と校庭の開放、市内小学校35校のプール開放を実施。
・今後も継続して学校体育施設の開放を実施する予定。
〇平成29年度実績
体育館（回数10,701回：、人数：195,066人）、校庭（回数：6,264回、人数：324,002人）プール（回数：
171回、人数：7,307人）

A

30 子育てに関する情報提供の充実 子育て企画課
出生届時に配付している「ふじさわ子育てガイド」について、子育て家庭にとって、よりわかりやす
くなるよう随時見直しを行います。
「子育てネットふじさわ」について、最新情報を発信するとともに内容の充実を図ります。

「ふじさわ子育てガイド」プロジェクト会議を開催し、関係各課等との検討及び調整を図り、6,000部
発行。「子育てネットふじさわ」は平成29年度末でサイトを閉鎖したが、子育て応援サイトと連携し
て、藤沢市の子育て情報を配信していく。子育てメール・子育てアプリの周知も併せて行う。

B

31 市民との協働による子育て支援ネットワークづくり 子育て企画課
市域での「子育て応援メッセｉｎふじさわ」の充実を図るとともに、地域版子育て応援メッセを支援
し、その拡大を図ります。
支援者同士の情報交換や交流等を通じて、地域の子育て支援の充実が図れるよう支援します。

第15回子育て応援メッセinふじさわの開催は795人の参加者があり、メッセ冊子の掲載等を含め、
62団体による子育て支援の情報提供ができた。身近な地域の子育て情報ができるよう、地域で
の子育て応援メッセの開催（村岡・善行・長後・湘南台・明治）への支援を行った。子育て応援メッ
セinふじさわについては参加者や参加団体の減少、参加者の目的の変化により、平成29年度を
もって終了。今後は地域版メッセの拡充を図る。

B

32 ふじさわすくのびカード事業 子育て給付課 ふじさわすくのびカードの利用者及び協賛店舗の拡大に向けて事業のＰＲなどを行います。

本事業は、平成28年4月から神奈川県が推進する「かながわ子育て応援パスポート事業（以下
「県事業」）」と統合し、平成27年度で終了したため、平成28年度から県事業の利用登録を推進し
ている。
県事業は平成29年4月から全国での相互利用が可能となり、子育て支援の拡充に繋がることか
ら、今後も引き続き県事業への利用登録を推進していく。
○かながわ子育て応援パスポート藤沢市登録者数　5,233人　　藤沢市協力施設数　421施設

A

33 民生委員児童委員との連携 福祉健康総務課

研修会を開催します。
他機関・行政との懇談会等を開催します。（年間5回以上）
子育てサロンの設置運営（4ヵ所）を行います。
市民センター・公民館等での子育て支援事業の取り組みを推進します。
子ども青少年部・神奈川県中央児童相談所との連携を強化します。

研修会を年間地区民児協で16回、市民児協で2回開催した。また、関連機関との交流・連携も予
定どおり実施された。地域版子育て応援メッセに協力し、子育て世帯の来場で地域交流が推進さ
れた。また、子育て応援メッセinふじさわには33名の委員がボランティアとして参加した。

A
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34 主任児童委員の活動の充実 福祉健康総務課

研修会を開催します。（年間4回以上）
他機関・行政との懇談会等を開催します。（年間2回以上）
子育てサロンの設置運営（4ヵ所）を行います。
市民センター・公民館等での子育て支援事業の取り組みを推進します。
子育て応援メッセへ参加します。
主任児童委員と民生委員児童委員の連携を強化します。
子ども青少年部・神奈川県中央児童相談所との連携を強化します。

研修会を年間地区民児協で16回、市民児協で2回開催した。また、関連機関との交流・連携も予
定どおり実施された。地域版子育て応援メッセに協力し、子育て世帯の来場で地域交流が推進さ
れた。また、主任児童委員は、子育て応援メッセinふじさわでは実行委員として企画運営に参加
するほか、ブースを出展し主任児童委員の周知啓発に取り組んだほか、民生委員とともにボラン
ティアにも参加した。

A

35 地域の情報化とネットワーク化 福祉健康総務課
民生委員児童委員及び主任児童委員は、ともに子ども青少年部と神奈川県中央児童相談所との
情報交換を行う場の開催、事例検討等の機会の充実に努め、ネットワーク化をさらに推進しま
す。

地区の民児協において、市内の小中学校と情報共有し、事業等で連携を行ったほか、神奈川県
中央児童相談所児童福祉司と面談する機会をもった。主任児童委員は、子ども家庭課虐待相談
員と神奈川県中央児童相談所児童福祉司との情報交換を年4回開催し、事例検討等により知識
を深め、ネットワーク化を進めた。

A

36 地域福祉における手続・相談体制の充実
地域包括ケアシス
テム推進室

地区福祉窓口において、子どもに関する手続き業務や相談業務などの充実を図ります。

地区福祉窓口における子ども・子育てに関する手続き・相談は20,058件で、児童手当の電子申
請、現況届郵送手続の定着等により平成28年度21,677件に比べて手続きが1,619件減少したが、
子育て全般に関する身近な相談窓口として機能している。引き続き、子育て世代への社会保障の
案内等につとめ、手続き業務や相談業務などの充実を図る。

A

37 子育て・保育ボランティアの養成 生涯学習総務課
生涯学習大学において、子育て企画課と連携した講座を行い、子育てに関するボランティアの裾
野を広げます。

生涯学習大学において、子育てに関するボランティアの人材の発掘・養成を行うことを目的に「子
育てボランティア養成講座」を開催した。（子育て企画課共催、保育者セミナー合同開催）
【日時】2018年1月15日、18日、29日、2月7日、19日　全5回
【参加者】延べ47人

ボランティア養成講座全般の整理を行い、子育て支援ネットワークづくりと人材の活用を図るにあ
たり生涯学習総務課が担うべき内容を検討する。

B

38 地域でのおはなし会の開催 総合市民図書館

各市民図書館・各市民図書室で子どもの発達段階に応じたおはなし会等を開催します。また、図
書館・図書室おはなし会ボランティア交流会連絡会及び研修会を開催し、ボランティアと職員相互
の交流を深め、情報共有に努めます。
子どもに関わる施設及び団体等に、資料の団体貸出や情報提供など、おはなし会開催のための
支援を行います。

各市民図書館・市民図書室でのおはなし会を実施するとともに、図書館・図書室おはなし会ボラン
ティア交流会を4回、研修会を3回実施した。

A

39 公民館での子育て支援・親子の交流事業の実施
生涯学習総務課
（子育て企画課）

乳幼児から未就学児とその保護者を対象とした保育室開放事業や、子育て応援メッセ等を、子育
て支援グループ等の協力を得て実施します。

絵本の読み聞かせ講座やおもちゃで遊ぶスペースの開放を実施するとともに保育ボランティアや
民生委員が見守る保育室開放を行い、様々な内容の開放事業を定期的に開催した。また、湘南
台公民館や長後公民館では「子育て応援メッセ」を開催し、地域の保護者たちを支援し、保護者
同士が交流できる機会を設けた。

今後も継続した事業の実施により、公民館での子育て支援・親子の交流の推進を図っていく。

B

40 小児医療費助成事業 子育て給付課
子育て家庭の経済的負担を軽減し、小児に対する福祉の増進を図るため、現行制度を継続して
実施します。

小学校修了までの児童の入通院及び中学生の入院にかかる医療費の助成を行った。今後は、
「藤沢市市政運営の総合指針2020」の重点事業の一つとして、安心して子育てができる環境づく
りの更なる推進を図るため、平成31年4月から通院に係る医療費助成の対象年齢を、現行の小
学校6年生までから中学校3年生までに拡大する。
○年間延べ対象者 551,909人   年間助成件数 817,287件   年間助成額 1,553,081,107円

A

41 児童手当の支給 子育て給付課
児童手当法に基づき、中学校修了までの児童を養育している家庭に手当を支給することにより、
児童を養育している家庭の生活の安定を図ります。

児童手当法に基づき、中学校修了までの児童を養育している家庭に手当を支給した。今後も、児
童を養育している家庭の生活の安定を図るため、継続して手当の支給を行っていく。
○児童手当・特例給付　　延べ児童数　　667,337人（一般分：665,567人　施設分：1,770人）、
　支給額　6,840,390,000円

A

42 未熟児養育事業 子育て給付課
母子保健法に基づき、身体の発育が未熟なまま出生した乳児が、正常児と同等の諸機能を得る
ために必要な入院に係る医療費の給付を行います。

母子保健法に基づき、身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の諸機能を得るた
めに必要な入院に医療の係る給付を行った。今後も養育医療を必要とする乳児に対し、継続して
医療の給付を行う。
○受給者数 95人   年間受診件数 256件   年間助成額 26,049,795円

A

43 育成医療給付事業 子育て給付課
障がい児（障がいに係る医療を行わないときは将来障がいを残すと認められる疾患がある児童を
含む）の健全な育成を図るため、生活の能力を得るめに必要な医療費の給付を行います。

18歳未満の児童を対象に、現在障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わないと
将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障がいを除去、ある
いは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行った。今後も育成医療
による治療を必要とする児童に対し継続して認定・給付を行う。
○受給者数 47人   年間受診件数 94件   年間助成額 4,605,614円

A

44 特別児童扶養手当の支給(経由事務) 子育て給付課
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、精神または身体に中程度以上の障がいの
ある20歳未満の児童を監護している父、母または父母に代わりその児童を養育している方に特
別児童扶養手当を支給するための事務を行います。

政令に定める程度以上の障がいにある20歳未満の児童を養育している者に対して、児童の福祉
の推進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための事務を行った。（認定及び支給は神奈
川県）
今後も児童の福祉の増進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための事務を行う。
○受給権者数　659人

A

子
育
て
支
援
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
づ
く
り
と
人
材
の
活
用

経
済
的
負
担
の
軽
減



●基本目標１　「 子育て支援の充実 」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向担当課
事業の

達成状況
事業名番号

施策の柱

45 施設型給付幼稚園移行時の保育料軽減 保育課
「施設型給付」に移行する幼稚園を継続して利用する児童の保護者に対し、施設が移行前の実
費負担保育料を保育料として設定した場合に、移行後の保育料との差額を助成します。

「施設型給付」に移行する幼稚園を継続して利用する児童の保護者に対し、移行前の実質保育
料と、移行後の保育料との差額を助成した。今後においては、認定こども園も含め、施設型への
移行を予定、あるいは検討する幼稚園の有無を確認する中で、事業継続を検討する。

A

46 認可外保育施設利用者への助成 保育課 現行制度の事業目的、対象者、助成額についての見直しを行い、制度の再構築を行います。

藤沢型認定保育施設を利用する保護者の経済的な負担軽減を図るため、施設の設置者が、対
象児童の保護者に対し、世帯の所得の課税状況に応じて行う保育料の軽減に係る経費を助成し
た。
また、藤沢型認定保育施設の利用者の多くは、認可保育所等を待機しながら育児休業等から復
職した者であることを踏まえ、直近の生活実態に基づく負担軽減となるよう、平成30年度の事業
実施に向けて、保育料軽減額の算定方法を一部見直しを行った。
今後は、幼児教育無償化に関する国の動向を注視する中で、認可外保育施設への適用方針等
を踏まえ、必要に応じて事業の見直しを行う。

A

47 幼稚園等就園奨励費補助事業 保育課 保護者の所得状況に応じた就園奨励費を助成します。
国の補助限度額に加え、市単独で補助額を上乗せするなどの対応を図った。今後は、平成31年
度から実施が予定されている「幼児教育の無償化」に関する国の動向に注視する中で、対象も含
めた本事業の継続について検討する。

A

48 特定不妊治療費助成事業等の実施 子ども健康課
特定不妊治療並びに不育症治療を受けた夫婦に対し、その治療費への助成を実施するととも
に、助成制度を広く市民へ周知し、経済的負担の軽減を図ります。

【平成29年度実績】
特定不妊治療費助成件数　728件、不育症治療費助成件数　1件

【今後の取り組みと課題】
特定不妊治療費の助成については、申請件数が年々増加傾向にあり、財政負担が大きくなって
きているが、助成を継続的に行うことにより、出生率向上につながり、少子化対策として有効であ
ることから、今後も継続して実施していく。
また、不育症治療費の助成については、その対象者が少ない状況ではあるが、今後も制度の周
知を図る中で、継続して実施していきたい。

B

49 障がい者等医療費助成事業 福祉医療給付課
今後も継続して事業を実施し、障がい児の医療に関わる経済的負担を軽減し、保健の向上と福
祉の増進を図ります。

継続して事業を実施した。引き続き、障がい児の医療にかかる経済的負担を軽減し、保健の向上
と福祉の増進を図る。

A

50 障がい児福祉手当の給付 障がい福祉課
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、今後も障がい児に対して手当を支給し、福
祉の増進を図ります。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給した。
月額　14,580円　　受給者人数　202人

A

51 障がい者福祉手当の給付 障がい福祉課
藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、引き続き障がい児に対して手当を支給し、福祉の増進
を図ります。

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給した。
月額　4,000円
受給者人数　721人※20歳未満受給対象者数

A

52
就学援助費事業(要保護準要保護児童・生徒援助事
業)

学務保健課
保護者に対し、教育に関わる費用の負担軽減のため、学用品費、給食費、校外活動費、修学旅
行費、医療費及びめがね購入費などの援助を行います。

市立小・中学校等に在籍する児童･生徒のうち、経済的な理由により就学困難と認められる児童
の保護者に対し、学用品費・新入学学用品費・修学旅行費・社会見学費・林間学校費・医療費・給
食費・通学費・卒業アルバム購入費・めがね購入費の一部を援助した。
○対象者　　小学生　　3,204人、中学生　　1,921人、計　　5,125人

A

53 特別支援教育就学奨励費事業 学務保健課 保護者に対し、教育に関わる費用の負担軽減のため、学用品費などの補助を行います。

特別支援学校への就学奨励に関する法律等に基づき、市立小・中学校の特別支援学級に在籍
する児童生徒の保護者に対し、学用品等購入費・新入学学用品費・修学旅行費・社会見学費・林
間臨海学校費・給食費・通学費等の一部を補助した。
○対象者　　小学生　　148人、中学生　　68人、計　　216人

A
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●基本目標２　「親子の健康の確保及び増進」

54 安全な妊娠・出産、育児への切れ目ない支援 子ども健康課

安全な妊娠・出産、子どもの健やかな発育・発達のため、母子健康手帳の活用を促します。
妊婦健康診査の受診率の向上と保健指導の充実を図ります。
「こんにちは赤ちゃん事業｣として生後4ヵ月までの母子を全戸訪問し、育児不安を早期に解決でき
るよう、保健指導を行います。
妊娠期から産後にわたり、母親の体調不良や子どもの発育への不安など、継続した支援が必要
な場合には、専門職による家庭訪問等を行い、保健指導による不安解消を目指すとともに、さら
なる支援方法についても検討します。
母親の孤立防止のため、地域の子育てに関する様々な機関との連携に努めます。

【平成29年度実績】
妊娠期から産後にわたり継続した支援が必要な家庭に対して、育児不安の早期解消を図るため
に訪問等を行った。
必要者においてはこんにちは赤ちゃん訪問後早い時期に六会・辻堂子育て支援センターにて母
親の健康問題に着目した保健指導を行った。

辻堂・六会子育て支援センターで、通所型産前・産後サポート事業を実施した。
母子手帳発行　3,643件
ハイリスク妊婦数　448人（13.34％）
妊婦健診ﾌｫﾛｰ　7人
妊婦訪問　21人
ハローベビィ訪問実績 3,384人(　98.7　％)
さんさんルーム　 24回：延べ153組

【今後の取り組みと課題】
引き続き妊娠期からの切れ目ない支援を行う。
支援の必要な妊婦の早期発見の充実を行う。

B

55 乳幼児健診等の充実 子ども健康課

疾病の早期発見及び適切な指導のほか、保護者が子どもの発育・発達状況を確認でき、安心し
て子育てができるよう、乳幼児健診の充実を図ります。
乳幼児健診の周知や啓発を行い、受診率の向上を目指します。
　数値目標：
　4か月児健診受診率　　 　　　（Ｈ25実績） 96.6％　　　（Ｈ31） 98.0％
　9～10か月児健診受診率　　（Ｈ25実績） 92.1％　　　（Ｈ31） 95.0％
　1歳6か月児健診受診率　　　（Ｈ25実績） 93.7％　　　（Ｈ31） 95.0％
　3歳6か月児健診受診率　　　（Ｈ25実績） 87.5％　　　（Ｈ31） 90.0％
年齢に応じた子どもの発育・発達についての情報提供を行い、ニーズにあった相談の充実を図り
ます。
健診を受けられなかった場合には、子どもの発育・発達や育児についての相談ができるような支
援を行います。

【平成29年度実績】
達成目標を全ての健診で変動はあるものの満たすことができている。
4か月児健診受診率：97.4%
9～10か月児健診受診率98.4％
1歳6か月児健診受診率96.5％
3歳6か月児健診受診率91.9％

【今後の取り組みと課題】
今後も、年齢に応じた子どもの発育・発達についての情報提供を行い、ニーズに合った相談の充
実を図る。また、健診を受けられなかった場合には、訪問や、相談等により状況にあわせた子ども
の発育・発達や育児についての情報提供ができるような支援を行う。

A

56 母子保健・育児に関する適切な情報提供 子ども健康課

安全な妊娠・出産を迎えるため、両親学級（マタニティクラス）等を実施し、妊娠期の保健指導の
充実を図ります。
　数値目標：
　マタニティクラス参加者数　　　（Ｈ25実績） 1,337人　　　（Ｈ31） 1,500人
父親に対しては、父性を育み、赤ちゃんへの愛情を深めるとともに、妊娠・出産や育児についての
正しい情報とイメージが持てるように、父子手帳の配布を行います。
妊娠中から乳児期、幼児期を通して、専門職による相談ができる場として育児相談の充実を図り
ます。
全7か月児を対象とした赤ちゃん教室を開催し、乳児期後期に関する知識や情報を伝えるととも
に、必要時、個別支援を行います。

【平成29年度実績】
妊娠期からの情報提供を、様々な機会を活用して実施した。
出産後は育児相談や教室等の機会を活用して、乳幼児期における様々な普及啓発を行った。
子育て支援センターにおいて、妊娠期の保健指導を実施し、妊娠時より育児支援につながるよう
アプローチを行った。

マタニティクラス（平日・土曜日) 30回：1,233人
7か月児赤ちゃん教室　60回：1,105人
地域版マタニティクラス（子育て支援センター）　12回：372人

【今後の取り組みと課題】
引き続き適切な情報提供を行いながら、妊娠期からの保健指導の充実を図る。

B

57 「育てにくさ」を感じている親への支援 子ども健康課

保護者が、子どもの発達に関して理解を深め、必要な時期に継続した相談ができるよう、現行の1
歳6か月児健診及び3歳6か月児健診のほか、5歳児等においても、相談や必要な支援が受けら
れるよう検討します。
健診後の発達フォロー事業を実施し、健やかな親子関係が築けるよう支援します。

【平成29年度実績】
所属を介して、5歳児リーフレットを配付し、所属機関・保護者に啓発を行った。
所属園へのアンケートで、72％の回答を収集し、内容が分かりやすく、活用できたという回答や地
区担当保健師とつながる機会となったなどの配付に付随する効果も確認できた。

【今後の取り組み・課題】
従来の健診及び心理相談の充実の他、健診の狭間や3歳6か月児以降、就学までの間、顕在化
してくる発達課題や育てにくさを相談しやすいタイミングで適切な事業を活用し、相談等の機会を
作り、適切な支援につなげる。

B

58
慢性疾患や障がい等により、長期療養や在宅医療が
必要な児及び保護者への支援

子ども健康課

子どもや保護者が地域で安心して生活できるよう、家庭訪問などによる保健指導や療養生活相
談などの個別支援を行います。
保護者間の情報交換ができる機会を提供します。
保護者が、子どもの疾患などについて理解を深め、必要時、相談ができるよう講演会等を開催
し、情報提供に努めます。
地域の関係機関が連携して、養育支援が必要な子どもと保護者を支援できるよう、在宅療養支援
ネットワークの充実を目指します。

【平成29年度実績】
慢性疾患講演会開催数　2回　89人
訪問数未熟児　297人、慢性疾患児　82人
教室開催数　未熟児　2回　58人、　慢性疾患　12回　256人
慢性疾患児家族交流会　3回　35人

【今後の取り組み・課題】
今後も、児の療養及び発育・発達に関する個別のかかわりと共に、保護者同士の交流への支援
及び必要な情報提供に努める。
在宅療養支援関連機関とのネットワーク強化のため、「小児在宅療養支援部会」を開催し、在宅
療養の支援のために各機関の機能が充分に発揮されるよう課題の共有と解決のための検討を
図る。

B

取り組みの方向
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個別事業に対する評価
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59 母子歯科保健の充実 子ども健康課

両親学級や赤ちゃん教室等において、う蝕予防についての情報提供、啓発を行います。
1歳6か月児健診、3歳6か月児健診における歯科健診のほか、2歳児歯科健診の受診率を向上さ
せます。
2歳児歯科健診　　（Ｈ25実績） 80.9％　　　（Ｈ31） 85.0％
口腔衛生上のリスクが高い場合には、歯科指導、相談を行い、う蝕予防に取り組めるよう支援す
るとともに、地域のかかりつけ歯科医への受診を勧奨します。
障がいや疾患がある場合には、発達や状態に応じ、家庭訪問や経過検診等により対応するととも
に、関係機関との連携を図ります。

【平成29年度実績】
2歳児歯科健診受診率85.4％、歯科指導数910人

【今後の取り組みと課題】
平成27年度11月から対象を2歳6か月として以降、う蝕有病率が増加していたが、平成27年度
5.6％であったが、平成28年度5.2%と、微減している。
健診受診率向上への取り組みと、う蝕増加年齢であることへの対応をより丁寧に行っていく必要
があり、かかりつけ医を持つことや、日常生活におけるむし歯予防の意識の向上につとめる。

B

60
第2次藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふじさわ食育
プラン」の推進

健康増進課

家庭において、健全な食習慣の確立を図ります。
学校・幼稚園・保育所等において、健全な食生活の実現と健全な心身の成長を目指します。
地域において食生活の改善を推進し、生活習慣病を予防します。
市民・教育関係者・農業者・漁業者・食品関連事業者など、民間団体の自発的な食育活動の展開
を図ります。
生産者と消費者の交流を進め、農水産業への理解を深め、都市と農水産業との共存を図ります。
伝統ある優れた食文化の継承を図ります。
食品の安全性や栄養に関し、正しい情報を適切に活用する力を養えるよう、取り組みを進めま
す。

【平成29年度の取り組み】
・食育推進会議の開催（食育に関する施策を総合的に推進について検討）
　（2回開催、第1回平成29年7月6日、第2回平成30年1月25日）
・食育講演会の開催（平成29年6月19日）
・食育ポスターによる食育月間等の普及啓発
　（公共機関及び食育推進関係機関等約９００箇所、食育月間の6月に掲示）
・食育リーフレットを活用した食育の普及啓発（2500部作成）、食育関連事業、イベント等で配布
【平成30年度の取り組み】
第２次藤沢市食育推進計画及びリーディングプロジェクトに基づき、大目標及び３つの重点目標
に向かって、市民、各種団体、行政が連携し、食育をより一層総合的かつ計画的に推進する。特
に若い世代を対象に野菜や朝食の重要性について普及啓発を行う。

B

61 子どもの発育・発達に応じた食育の推進 子ども健康課

妊娠期から栄養バランスの整った食生活を送るための普及啓発を行い、適正な体重管理や家庭
全体の食生活の確立を促します。
育児相談や栄養に関する教室・健康教育を通し、楽しく健康な食習慣の基礎をつくるために、子
どもの食生活に関する適切な支援を行います。

【平成29年度実績】
各対象に合った内容で教室を実施し、食生活に関する啓発と支援を行った。
マタニティクラス（ランチ試食）参加者数　230人
7か月児赤ちゃん教室参加者数　1,105人
離乳食教室～実践編～参加者数　674人
ぱくぱく教室参加者数　280人
食物アレルギー教室参加者数　112人

【今後の取り組みと課題】
子どもの食生活に関する教室が保護者の不安を解消できるような継続した形で、離乳食の段階
別に実施していく。継続的に教室に参加したくなるような満足度の高い内容にできるかが課題と
なっている。

B

62 乳幼児（保育所）の食育の推進 保育課

野菜や果物を栽培し、給食での提供を実施します。
市内で生産される食材を積極的に献立に取り入れます。
給食食材や調理法などについて周知します。
クッキング保育等を充実し、食に対する意識を高めます。

各園内で年間計画を立て食育推進についての取り組みを行った。今後も子どもが楽しく食事がで
き、、野菜や果物の栽培やクッキング保育等を実施しながら、引き続き食に対する関心や理解を
深めていく。

A

63 学童期の食に関する指導 学校給食課

家庭用啓発冊子「大切です！食生活」を毎年4月に市立小学校及び白浜養護学校の新入学児童
の家庭に配布します。発行予定部数：4,500部
各学校において食に関する指導の年間計画案を作成し、学年に応じた指導を実施します。36校
（全校）
各学校の特色を表した給食だよりの発行及び保護者対象の試食会を開催することにより、家庭に
おける食育の推進を促します。
学校給食が「生きた教材」となるよう献立内容を充実するとともに、地場産物の活用や食物アレル
ギー児への対応を行います。
学校給食に対する理解を深めたり、子どもたちが望ましい食生活習慣を身につけ、心身ともに健
全に発達できるよう啓発活動を行います。
給食週間の期間に、児童の絵を中心に学校での食育の取り組みに関する展示を行います。ま
た、学校給食メニューの試食や講演会を盛り込んだ「きゅうしょくフェア」を5年ごとに開催します。

家庭用啓発冊子「大切です！食生活」を市立小学校及び白浜養護学校の新入学児童の家庭に
配布した。
市内小中学校、白浜養護学校において食に関する指導の年間計画を36校(全校)で作成し、各校
栄養士や食育担当者が中心となり、学年に応じた指導を実施した。
各学校の特色を表した食育だよりの発行及び保護者対象の試食会を開催すること等により、家
庭に対して情報発信し、学校給食が「生きた教材」となるよう献立内容を充実するとともに、地場
産物の活用や食物アレルギー児への対応を行った。
学校給食に対する理解を深めたり、子供たちが望ましい食生活習慣を身につけ、心身ともに健全
に成長できるよう食育活動を行った。
「ふじさわ市きゅうしょくフェア」は、1月20日～28日に藤沢駅市民ギャラリー地下展示場で開催し
た。児童の絵画133点を中心に、学校での食育の取り組み及び中学校給食紹介の展示を行った。

A

64 中学校給食実施研究事業 学校給食課
試行期間は平成28年3月までとし、実施校を現在の2校から増やしていき、利用者の声や運営上
の課題を踏まえ、全校実施に向けて検討します。

平成29年度は実施校を3校増やし、12校で実施となった。
引き続き全校実施に向けて拡大していく。

A

小
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65 子どもに関わる医療体制の推進 福祉健康総務課 小児医療体制を推進するため、引き続き現行の診療体制を継続します。

・小児医療体制を充実するため、休日・夜間急病診療所などで休日昼間及び夜間23時までの小
児救急を実施した(平成29年度受診者数　南北（小児科）計11,054人)。
・23時以降については、市民病院が実施する小児救急24時間診療体制で対応している（市民病
院）。
・「ふじさわ安心ダイヤル24」では、24時間体制で医療機関情報をお知らせするほか、育児などの
相談にも対応している（地域保健課）。
小児医療体制を推進するため、今後も引き続き現行の診療体制を継続する。

A

「
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」
の
推
進



●基本目標２　「親子の健康の確保及び増進」

取り組みの方向
施策の柱

個別事業に対する評価

担当課 平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等
事業の

達成状況
事業名番号

66 ふじさわ安心ダイヤル24 地域保健課 ヘルスカウンセラーが妊娠・出産・育児などの相談にわかりやすくアドバイスします。
子育て世代の活用促進のためリーフレットを作成し、幼児健診の会場に設置しました。
実績として、子育てに関する相談件数は、平成29年度は462件であり、平成28年度の356件から
約29.8％増となりました。今後も引き続き子育て世代へ周知を図っていきます。

B

67 小児医療費助成事業　【再掲（40）】 子育て給付課
子育て家庭の経済的負担を軽減し、小児に対する福祉の増進を図るため、現行制度を継続して
実施します。

小学校修了までの児童の入通院及び中学生の入院にかかる医療費の助成を行った。今後は、
「藤沢市市政運営の総合指針2020」の重点事業の一つとして、安心して子育てができる環境づく
りの更なる推進を図るため、平成31年4月から通院に係る医療費助成の対象年齢を、現行の小
学校6年生までから中学校3年生までに拡大する。
○年間延べ対象者 551,909人   年間助成件数 817,287件   年間助成額 1,553,081,107円

A

68 未熟児養育事業　【再掲（42）】 子育て給付課
母子保健法に基づき、身体の発育が未熟なまま出生した乳児が、正常児と同等の諸機能を得る
ために必要な入院に係る医療費の給付を行います。

母子保健法に基づき、身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の諸機能を得るた
めに必要な入院に係る医療の給付を行った。今後も養育医療を必要とする乳児に対し、継続して
医療の給付を行う。
○受給者数 95人   年間受診件数 256件   年間助成額 26,049,795円

A

69 小児慢性特定疾病児童に対する支援 子育て給付課

小児慢性特定疾病医療費助成の対象となっている児童に対し、便器や特殊マット等の日常生活
用具を給付することにより、日常生活の便宜を図ります。
小児がん等長期間の治療を必要とする小児慢性特定疾病に罹患している児童に対して児童の健
全な育成及び経済的負担の軽減を図るため、県知事へ医療給付に関する手続きの経由事務を
行います。

慢性疾患により長期療養を必要とする児童などの健全な育成を図るため、県知事へ医療給付に
関する手続きの経由事務を行った。今後も継続して事務を行うとともに、対象児童に対して日常
生活用具を給付することにより、日常生活の便宜を図っていく。
○送付件数 296件

A

70 予防接種の推進 子ども健康課

適切な時期に予防接種が受けられるよう周知に努めます。
予防接種の接種勧奨にあたっては、その有効性や重要性などについて、正しい知識の普及啓発
に努めます。
医師会等、関係機関との連携により、安全に予防接種が行える体制を整えます。

【平成29年度実績】
定期予防接種について、対象者に対して適切な時期に接種勧奨を行うとともに、関係機関等での
ポスターの掲示など予防接種に対する意識啓発に努めた。

【今後の取り組みと課題】
関係機関に対する情報提供の継続と、定期接種対象者に対する迅速な周知と正確な情報提供
に努める。

B

71 療育医療給付事業(経由事務） 保健予防課
結核で長期療養を必要とする児童への心身両面にわたる支援を行うため、県知事へ医療給付に
関する手続きの経由事務を行います。

平成29年度は、該当なし。引き続き、結核で長期療養を必要とする児童への心身両面にわたる支
援を行うため、県知事へ医療給付に関する手続きの経由事務を行います。
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72 思春期保健事業の実施 子ども健康課

思春期にある子どもや保護者が性についての正しい知識や避妊方法、病気の予防についての啓
発の充実を図ります。
　数値目標：　思春期保健教育の実施　　（Ｈ25実績）10校→（Ｈ31）10校
思春期にある子どもの周りの大人たちが、思春期における心身の変化や適切な対応等について
理解し、子どもたちの健全な育成を促します。（思春期講演会の開催）

【平成29年度実績】
講演を1回開催（66人）。　　　思春期保健教育　　7校　1297人

【今後の取り組みと課題】
引き続き思春期にある子どもの心身の変化や適切な対応、性についての正しい知識等について
啓発を行う。（思春期講演会等の開催継続）

B
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●基本目標３　「豊かな心を育む教育環境の整備」

73 幼児理解（家庭科・生活科・総合的な学習の時間） 教育指導課
各学校での家庭科・生活科・総合的な学習の時間などにおける実践的・体験的な学習をとおして、
「幼児理解」の推進が図られるよう支援します。

中学校技術・家庭科の学習領域「幼児の生活と家族」での学習や、総合的な学習の職場体験で幼
稚園や保育園を訪問し、幼児との触れ合いを行った。

平成30年度以降も引き続き、各学校での家庭科・生活科・総合的な学習の時間などにおける実践
的・体験的な学習を通して、「幼児理解」の推進が図られるよう支援する。

B

74 地域に開かれた保育園　【再掲（6）】 保育課
引き続き、子育て家庭交流事業、小・中・高校生と園児との交流、世代間等交流事業、体験保育、
子育て相談などを行います。

平成29年度に基幹保育所が2園となり、地域の子育て家庭交流事業、子育て相談の充実を図っ
た。今後もニーズにあった事業の実施と合わせて、引き続き世代間交流、小・中・高校生と園児と
の交流等も実施していく。

A

75 家庭科学習（家庭科）
各学校
教育指導課

各学校の家庭科の授業において、「自分の成長と家族」「家庭と家族関係」「幼児の生活と家族」
「家庭生活と仕事」「家族の近隣の人々との関わり」等の内容が計画的に実践されるよう、研修など
の支援を行います。

小学校「家庭」や中学校「技術・家庭」において、学習指導要領に基づき家庭科学習が行われた。

平成30年度以降も引き続き、各学校での「家庭」や「技術・家庭」の時間などにおいて学習が計画
的に実践されるよう、計画訪問等を通じて支援を行う。

A

76 青少年指導員育成事業 青少年課
学校からの推薦を受けた子育て世代の新任指導員に対して、任期満了後も継続して活動できるよ
うに地区活動へのサポートに取り組みます。

青少年指導員としての活動しやすい環境づくりに配慮し、平成29年度中に研修を2回行った。
○6月　146名、11月　122名参加

B

77 青少年施設の整備・運営の充実
青少年課
（公財）藤沢市みら
い創造財団

本市の基本方針に準じ、指定管理者による施設の管理運営、さまざまな事業を実施することで、青
少年健全育成を推進します。
　また、多様な体験プログラムを提供するため、地域で活動しているさまざまな人材の発掘・活用を
図ります。

・基本方針に基づき、指定管理者による適切な青少年施設の管理を行うとともに、青少年の自立・
社会参加の推進に向け取り組んだ。
・各施設を拠点とし、地域の様々な団体と協働しながら、地域の特性や季節に合わせた事業を実
施した。
・藤沢子どもの家の移転について、地域住民で構成された藤沢子どもの家運営委員会に説明を
行った。

B

78 青少年健全育成事業
（公財）藤沢市みら
い創造財団

青少年に自然体験や仲間づくり、親子や同世代とのふれあいなどの体験機会を提供するため、各
種事業を実施します。
青少年の自立と社会参加への支援
　 藤沢ダンスＭＩＸ事業、自然ふれあい教室　等
コミュニティー意識の形成と青少年の活動支援
　 ふじさわ未来プロジェクト　等
青少年のボランティア活動への支援
 　小学生・中学生・高校生リーダー研修　等

青少年の自立と社会参加を支援する体験活動として、湘南藤沢ダンスＭＩＸ・自然ふれあい教室・
海とあそぼう・ヨット教室・子どもたちのための☆人形劇キラキラフェスティバル☆を実施した。
また、協調性や自主性、社会性などリーダーとして必要な要素を学ぶことを目的に、小学生リー
ダースクール・中学生リーダースクール・高校生リーダースクールを年間を通じてそれぞれ実施し
た。
各種事業を実施する中で、青少年の主体性や創造性、豊かな人間性を育くむことができた。
平成30年度についても見直しを図りながら各種体験事業を実施する。

A

79 青少年団体・育成団体への活動助成・支援事業
（公財）藤沢市みら
い創造財団

市民による組織的かつ継続的に行われる自主的な青少年育成活動がより活発に行われるように
継続的に支援を行います。

青少年関係団体（14地区青少年育成協力会、藤沢市子ども会連絡協議会他12団体）に対し助成を
行い、青少年関係団体の活性化・事業の充実を図った。団体への助成については、平成30年度か
らは藤沢市が実施する。

A

80 高校生のシチズンシップ教育の普及事業 青少年課
平成27年度・28年度は、藤沢市まちづくりパートナー事業として実施し、高校生の変化や社会参加
に対する実態を調査し、持続性のあるプログラムを開発して、市民活動団体等が実践できる環境を
つくります。

平成28年度に本事業は終了

81 青少年国際化推進事業
（公財）藤沢市みら
い創造財団

日本語講座や国際交流事業等を実施し、外国人市民とのさまざまな交流を通して、日本の文化や
他の国の習慣・文化を相互に学ぶ多文化交流の機会を提供します。

国際交流サロン（年9回開催）では、毎回テーマを設定し、日本人青少年と外国籍市民が自由に参
加し、楽しく会話をしながら交流できる場を提供した。多文化理解事業～世界の歩き方～では、
様々な国の文化や生活への理解を深めてもらう講座を開催した。平成30年度も継続して実施して
いく。
課題としては、外国人の参加が減っており、周知方法を検討していく必要がある。

A

82 街頭指導活動 青少年課
非行防止街頭キャンペーン等を行うにあたり、おやじの会や大学生等と連携して、非行防止活動の
担い手を拡大します。

地域の青少年に対して声かけを行うとともに、地域を巡回することにより問題行動の早期発見に努
めた。また、街頭キャンペーンにおいては青少年関係団体等と協力し、啓発活動や連携を図ること
ができた。
○街頭指導実施回数　青少年指導員311回　昼間街頭指導員634回　夜間特別街頭指導員81回
○指導件数　昼間　述べ146件（内女子55件）夜間　述べ1537件（内女子558件）
○キャンペーン参加人数　7月3日113名・7月4日92名・12月4日130名・12月5日99名

B

83 社会環境浄化活動 青少年課
講演会の開催や非行防止ポスター展、キャンペーンの実施等により、青少年の環境浄化活動を推
進し、市民に健全な社会環境と非行防止について関心を持ってもらうよう働きかけます。

講演会「「攻める防犯」始めませんか？＝こんなことが？…実は有効なんです＝」の開催（参加人
数303人）により青少年の社会問題を考えることができた。また、キャンペーンでのチラシ配布など
の啓発活動により、市民に非行防止を訴えることができた。

B

84 学校における喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の実施 教育指導課

学習指導要領に則り、保健体育等の学習の中で薬物乱用防止について教育課程に位置づけ、計
画的・継続的に行うことができるよう支援します。
県や他課と連携した教員向け講演会を周知し、最新の情報や傾向を踏まえた指導が行えるよう支
援します。

小・中学校における「保健」や「保健体育」の授業や、薬物乱用防止教室を通して、薬物の怖さを学
ぶことができた。

平成30年度以降も、小・中学校において薬物乱用防止教室を行うとともに、たばこやアルコールの
害についても各学校の実態に応じて取り上げ、指導していけるよう指導法や教材などを支援する。

A
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●基本目標３　「豊かな心を育む教育環境の整備」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向事業名番号 担当課
事業の

達成状況

施策の柱

85 乳幼児をもつ子育て家庭の交流
保育課
子育て企画課

保育園での地域交流・園庭開放・体験保育等を通して、親同士が学びあえる交流を実施します。
子育てひろば等親子が集う場において、親子の交流等を促進します。

基幹保育所の地域支援担当と連携を図りながら、子育てひろば等、親子が集う場において、親子
の交流等が実施できた。今後も連携しながら充実を図っていく。

B

86 保育者セミナー 生涯学習総務課
公民館事業で保育ボランティアとして活動している方や、これから活動を始める方を対象に、保育
活動に必要な知識や技能の向上を目的とした研修会（セミナー）を実施します。

公民館における保育活動の向上を図るため、保育にたずさわる保育ボランティアを対象に専門講
師を招き学習会「公民館保育者セミナー」を開催した。（子育て企画課共催、子育てボランティア養
成講座合同開催）
【日時】2018年1月15日、18日、29日、2月7日、19日　全5回
【参加者】延べ72人

公民館における保育ボランティア活動の促進を図るため、引き続き保育者セミナーを実施する。

B

87 公民館事業の充実 生涯学習総務課

伝承文化や自然環境に関して、子どもたちに地域の大人が教え伝える事業を開催します。
異学年・異年齢間交流を図る子ども事業を開催します。
就学前の児童をもつ親を対象にした、保育室を併設した家庭教育学級の開催や保育室の開放な
どを実施します。

子どもたちが日本の文化を体験する事業として、藤沢公民館では「生け花」、御所見公民館・湘南
大庭公民館では「三味線」、遠藤公民館では「茶道」の講座を実施し、伝統文化に対する知識を深
めた。また、13公民館は乳幼児家庭教育学級を実施し、多くの保護者の交流の場となるだけでな
く、様々な知識を学ぶ場を提供するとともに、公民館へ足を運ぶきっかけづくりとして、夏休みに子
どもたちが料理教室やスポーツ講座、映画会を実施し、他の学校や異なる年齢の子どもと交流す
る機会を設けた。

引き続き、公民館において子どもを対象とした様々な事業を実施することにより、公民館事業の充
実を図る。

B

88 スポーツノーマライゼーション事業の推進 スポーツ推進課
子どもたちが障がい者や高齢者とともに同じフィールドに身を置き、スポーツを楽しめる事業の実
施に努めます。

・様々なパラスポーツを体験できる「ふじさわパラスポーツフェスタ2017」を企画した。（荒天により中
止）また、障がい者スポーツの競技大会として「第1回ふじさわボッチャ競技大会」を開催した。これ
らの事業を通じてスポーツのノーマライゼーションの推進が図れた。
・ふれあいスポーツ交流会、障がい者プール開放等誰もが参加しやすいスポーツ大会や、イベント
を継続して企画実施した。
・ふじさわボッチャ競技大会　2018年3月10日実施　参加者398人　従事者202人
・今後、組織化を進めていくなかで、障がい者団体、（公財）藤沢市みらい創造財団との連携を深め
ることが課題。

B

89 音楽・演劇鑑賞事業 文化芸術課
子ども向けのわかりやすく楽しい楽曲で構成したファミリーコンサートや、誰もが知っている演目を
気軽に観劇することができるミュージカルを開催します。

0歳から入場できるワンコインコンサートを年間5回開催し、1,057組の親子が来場した。また、子ども
の日に合わせて子ども向けの楽曲で構成したファミリーコンサートと影絵を取り入れた演劇「三枚
のおふだ」を上演し、子どもたちが気兼ねなく、鑑賞・観劇できる場所を提供した。平成30年度も同
様の内容で開催を予定している。

B

90 藤沢ゆかりの音楽家たちによるコンサート（学校編） 文化芸術課
藤沢にゆかりのある音楽家が、市立小・中学校を訪問し、コンサートや音楽に関する指導を行いま
す。

創立70周年を迎えた鵠沼中学校で全校生徒を対象とした演奏会を開催したほか、鵠沼中出身の
バイオリニスト白井圭氏が吹奏楽部に対して特別指導を行った。平成30年度は明治中学校へ訪問
を予定している。

B

91 学校・家庭・地域連携推進事業 教育総務課
子どもたちをめぐる地域課題に対し、どのような連携を図り対応していくかを話し合い、必要な支援
体制を推進します。

子どもたちの健やかな成長をめざし、学校・家庭・地域の三者が連携して必要な支援を実施した。
事業開催数115回参加者数29，538人、会議開催数129回参加者数2，350人

B

92 開かれた学校づくり 教育指導課
おはようボランティア、学校支援ボランティア等の活用推進を図ります。
児童生徒や保護者、地域の方のアンケート結果や意見を踏まえた学校評価の充実を図ります。

おはようボランティアが697名、スクールライフサポーターが小・中学校合わせて16校に対し、42名
の参加を得ることができた。
学生学校支援ボランティアは、小学校18校に対し54名が派遣され、書道ボランティアは、小学校12
校、中学校3校に対し21名が派遣された。

平成30年度も、学校の要望に応じて学生ボランティア等を派遣できるよう、引き続き計画していく。

B
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93 学びを育むための指導の充実 教育指導課
学校を計画的に訪問し、授業研究及び研究会での指導助言を行います。
全国学力学習状況調査の本市の結果から、傾向・課題等の分析を行い、指導改善のポイントを情
報提供し、各学校の実態に合わせた教育活動が推進されるよう支援します。

小学校13校、中学校6校を計画訪問し、授業参観・協議会において指導助言を行った。
全国学力・学習状況調査の本市の結果から、傾向・課題等の分析を行い、指導改善のポイントを
情報提供し、各学校の実態に合わせた教育活動が推進されるよう支援を行った。

平成30年度は計画訪問による指導助言17校（小学校10校、中学校6校、特別支援学校1校）を予
定。

A

家
庭
や
地
域
に
お
け
る
教
育
力
の
向
上



●基本目標３　「豊かな心を育む教育環境の整備」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向事業名番号 担当課
事業の

達成状況

施策の柱

94 教職員の研修・研究の充実
教育指導課

校内研究推進担当者会を実施します。
研究推進校による研究発表会を開催します。
小・中学校教育研究会を委託先とする研究委託事業を実施します。
教職員を対象にした研修会・研究会を実施します。
教育文化センターで調査研究並びに教育関係職員の研修を実施します。指導改善のポイントを各
学校に情報提供し、各学校に合わせた教育活動の推進を支援します。

校内研究推進担当者会を2回行った。片瀬小学校・新林小学校・片瀬中学校において研究発表会
を開催した。
0年経験者（初任者）64名、1年経験者69名、3年経験者77名、4年経験者55名、12年経験者42名を
対象に、授業技術や指導力等「教師力」の向上を図る研修を行った。
教育文化センターでは、9つの研究部会を設置し、年間で109回の部会を開催し、教育の今日的課
題についての調査研究や各教科・領域等において実践的研究を行った。また、市内教職員を対象
に、専門研修65講座を開催し、教職の専門性や教師の資質能力を高めた。さらに、経験の少ない
教職員に対し、実践的指導力を高める基礎的な内容である土曜研修講座を年11回行った。

平成30年度においても、校内研究推進担当者会を2回行う。本町小学校・小糸小学校・御所見中学
校において研究発表会を開催予定。
0年（初任者）、1年、3年、4年、12年の各経験者を対象に、授業技術や指導力等「教師力」の向上を
図る研修を実施予定。
教育文化センターにおいても、平成29年度とほぼ同様の研修を行っていく。

A

95 教育連携の推進
教育指導課
保育課

各学校の独自性や特色を生かしつつ、教育連携のあり方やその具体的な方策について、推進校
の実践などの紹介や情報交換を行い、実践が推進されるよう支援を行います。
幼保小中特連携担当者会を実施します。
学校間教育連携活動報告書により実践の成果と課題の集約を行います。
合同行事等を通じ学校間の連携を行います。
近隣校で情報交換を積極的に行います。

幼保小中特連携担当者会を、2回実施した。校種間及び地域との連携の意義や進め方について、
研修を行った。年度末には各校の取組報告をまとめ、実践事例集を作成した。

平成30年度も、子どもの成長過程にあわせた教育活動を行うために、幼稚園・保育園・小学校・中
学校・特別支援学校の連携推進に努めていく。

B

96 学校における安全対策の充実 教育指導課

市立小・中・特別支援学校に対して、緊急時にスムーズな対応がとれるよう整備を進めます。
学校非常通報システムを引き続き55校に整備します。
防犯ブザーの配付、安全指導の充実に引き続き努めます。
スクールガード・リーダーの小学校全校配置を目指します。
　数値目標：
　 H31までに全小学校35校に配置
学校において防災講演会や研修会等を開催します。

学校非常通報システムを市立55校全校に設置するとともに、小・特別支援学校（36校）1年生を対
象に防犯ブザーを配布した。
ジュニアライフセービング教室を小学校22校、中学校9校で実施した。
スクールガードリーダーを藤沢地区に新規に配置した（合計8地域）。
学校安全担当者会（小学校1回、中学校1回）を開催した。

平成30年度以降も、防犯ブザーの配布及びジュニアライフセービング教室の開催は継続予定、ス
クールガードリーダーは、片瀬地区に新規配置する。未配置地区にも順次配置をしていきたい。

A

97 中学校学習支援事業 教育指導課
学習習慣を身につけるとともに、基礎的・基本的な学力の確実な定着を図るため、引き続き市内19
校において実施します。

市内19校全校で実施した。

平成30年度も基礎的・基本的な学力の確実な定着や学習習慣を身につけることを目的に、継続し
て実施する。

A

98 人権・環境・平和教育の推進 教育指導課

教職員に対し、人権・環境・平和教育の研修を実施します。
セクハラ防止リーフレットを作成し、児童生徒に配付します。
子どもの権利条約啓発リーフレットを作成し、児童生徒に配付します。
環境教育を推進します。
セクシュアル・ハラスメント防止リーフレットを作成・配付します。
児童生徒及び教職員を対象に、人権、環境、平和教育に関する講演会等を実施します。

人権・環境・平和教育担当者会を2回開催し、研修を実施した。
セクハラ等防止リーフレットを作成し、6月に小4と中1に、また、子どもの権利条約啓発リーフレット
を作成し、11月に小1、小4、中1に配付した。
環境教育について、「チャレンジかわせみ」を実施した。

平成30年度も引き続き、セクハラ等防止や子どもの権利条約啓発リーフレットを作成・配付するとと
もに、教職員に対する研修会を実施していく予定。また、小学校でモビリティ・マネジメント教育（交
通環境学習）を実施する。

B

99 野外体験活動の推進 教育総務課 八ヶ岳野外体験教室における自然体験活動を実施します。
○八ヶ岳野外体験教室での活動の実施
（小学5年生35校、中学1年19校、特別支援学校1校）

B

100 教育用情報機器の整備の推進 教育総務課 パイロット校におけるタブレット端末の授業での活用方法や課題等を検証します。
パイロット校での課題検証を踏まえ、中学校6校・白浜養護学校の校内無線LAN整備、可動式端末
の整備を実施

A

101 小・中学校整備事業 学校施設課
藤沢市立学校施設再整備計画を策定します。
藤沢市立学校施設再整備計画に基づき、学校施設の安全対策・維持保全、環境整備等各種整備
工事並びに施設の改築や大規模改修等の事業を実施します。

〇学校施設環境整備事業等で、次の整備・改修工事を実施した。
普通教室等空調設備設置工事4校、トイレ改修工事3校、外壁等改修工事1校、プール缶体塗装工
事1校、普通教室転用改修工事1校、サブグラウンド等改修工事

〇策定した計画に基づき、継続して施設整備を実施する。

B
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●基本目標３　「豊かな心を育む教育環境の整備」
個別事業に対する評価

平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等取り組みの方向事業名番号 担当課
事業の

達成状況

施策の柱

102 学校教育相談センターにおける相談体制の充実 教育指導課

スクールカウンセラーの活用により各学校の支援体制の充実と連携の推進を行います。
小学校への本市スクールカウンセラーの配置日数を、週1日から週1.5日以上にして相談体制の充
実を図ります。
本人の力だけでは解決できない問題を抱えている児童生徒に対し、スクールソーシャルワーカーを
派遣し、学校や関係機関と連携しながら福祉的な支援も含めて家庭環境への支援を行います。
相談支援教室への入室を工夫することで、より多くの児童生徒が充実した活動参加とカウンセリン
グが受けられるよう支援を行います。
就学先の選択から入学後の支援まで、幼児の状況を観察しながらきめ細かい相談支援を行いま
す。

スクールカウンセラー（SC）による相談やスクールソーシャルワーカー（SSW）による訪問など、児童
生徒の学校生活等への支援充実を図った。
小学校における市SCの1.5日勤務校を19校に拡大した。
相談受付　週6日（平日及び土曜日の午前中）、就学支援委員会　10回、相談支援教室（71名入室
相談）

相談受付　週6日（平日及び土曜日の午前中）、相談支援教室や「登校に課題をもつ児童生徒の親
の会」の継続

B

103 いじめや暴力の防止対策の推進
教育指導課
人権男女共同平
和課

「 藤沢市子どもをいじめから守る条例」に基づき、いじめ防止対策を推進します。
「 いじめ防止プログラム」「いじめ防止教室」を実施し、いじめの未然防止を図ります。
「 いじめ相談ホットライン」「いじめ相談メール」及び「いじめ防止対策スクールカウンセラー」を配置
して、児童生徒、保護者からの相談に対応します。
「 いじめ防止啓発リーフレット」を作成し、新入学児童の家庭に周知します。

9月に藤沢市子どもをいじめから守る啓発講演会を教育委員会・藤沢市の共催で実施した（参加者
501名）。
また、小・中11校で「いじめ防止プログラム」を、小・中8校で「いじめ防止教室」を実施し、児童・生徒
の自尊感情を高め、いじめの傍観者を無くす環境づくりを行った。
いじめ相談ホットライン（相談は月平均　13件）、いじめ相談メール（相談は今年度0件）
いじめ防止対策担当SC（学校訪問　36回、研修会　21回、他に来庁保護者相談、いじめ問題対策
連絡協議会出席等）
いじめ防止啓発リーフレットおよび条例リーフレットを作成し、それぞれ小1・小4・中1の児童生徒に
配付した。条例リーフレット（一般用）については、市内県立・私立の高1生徒及び公共施設等に配
布し、条例周知といじめ防止についての意識啓発を図った。

次年度以降も、藤沢市子どもをいじめから守る啓発講演会を、教育委員会・藤沢市の共催で実施
予定。いじめ防止教室を続けていく。いじめ防止リーフレットや条例リーフレットも、小1・小4・中1に
配付予定。条例リーフレット（一般用）については、高1生徒及び公共施設等に配布予定。

A

104 児童生徒指導の充実 教育指導課

いじめ、暴力、不登校等の児童生徒指導上の諸課題に対し、関係機関との連携のもと、未然防止・
早期発見・早期対応に努めます。
学校や担当者会における研究・研修を通して、教職員の対応力と指導力の向上を図ります。
小学校に児童支援担当教諭を配置し、児童支援・指導体制の構築と充実を図ります。

藤沢市SC22名を小・中学校54校に、SSW3名を学校教育相談センターに配置するとともに、小学校
28校に児童支援担当教諭を配置した。
児童生徒指導対策支援会議を1回、（小学校）児童指導担当者会を1回、（中学校）生徒指導担当
者会を7回、学校警察連絡協議会を3回、児童支援担当教諭協議会を7回、いじめ防止担当者会を
2回実施した。

平成30年度は、児童支援担当教諭を小学校35校に配置。

B

105 不登校児童生徒対策事業 教育指導課
不登校児童生徒をもつ保護者を対象に、おしゃべり広場を実施し、情報提供や情報交換、個別相
談等を行います。

不登校児童生徒をもつ保護者を対象にした「おしゃべり広場」を年4回実施した。

平成30年度も年4回の開催予定。
A
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●基本目標４　「子育てしやすい生活環境の整備」

106 市営住宅の環境整備 住宅政策課

7月と1月に住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で提供する市営住宅の入居募集を行います。
市営住宅入居時に優遇を行うことや適宜随時募集を行うことで、入居しやすい環境を構築しま
す。
ひとり親世帯に対し、みなし寡婦控除を適用し、住宅使用料の減免制度について整備します。

住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で提供する市営住宅の定期募集を7月(42件）、1月(51件)
に行い、定期募集に係る抽選会において、戸籍上配偶者がなく20歳未満の子を扶養する方を対
象にして母(父)子等に対する優遇制度を適用したり、4月(6件)、10月(8件)の随時募集を行うことで
入居しやすい環境を整備しました。

A

107 緑地保全地区等の拡大 みどり保全課

「 藤沢市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」に基づき、緑の保全、創出及び普及のための
施策を推進し、引き続き緑地保全を図ります。
「 緑の実施計画」に基づく緑地取得を進めます。
　平成27年度　用地取得1件（川名緑地）
　平成28年度　用地取得1件（川名緑地）

平成29年度は、土地の取得を行いませんでしたが、平成30年度の用地取得に向けて、川名緑地
内の地権者等と調整を行いました。
今後も「藤沢市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」に基づき、緑の保全、創出及び普及の
ための施策を推進し、引き続き、緑地保全を図ります。

B

108 緑化推進運動 みどり保全課
緑いっぱい運動など緑化のための普及啓発活動を推進します。
　平成27年度 緑と花いっぱい推進の集い　参加目標人数1,000人
　平成28年度 緑と花いっぱい推進の集い　参加目標人数1,050人

平成29年度の参加人数は、891名でした。
前年度の参加人数981名に比べ、減少しているため、今後も積極的なＰＲに努め、参加人数の増
加を目指します。

B

109 公園・広場等の拡大 公園課

新たな公園の整備を進めるとともに、緑の広場を活用するなどしてオープンスペースの充実を図
ります。
　 平成27年度　公園と緑の広場の統廃合による都市計画の変更
　 平成28年度　公園と緑の広場の統廃合による公園の整備（1箇所）

緑の広場を活用した公園の整備に向けた検討を進めていくため「藤沢市都市計画公園・緑地見
直し方針」を策定しました。今後は、この方針を基に、オープンスペースの充実を図るための取組
を進めます。

C

110 安全な遊び場を目指した地域との連携 公園課

公園愛護会の設立促進を勧奨していくとともに、公園美化ボランティアの養成を進め、地域による
公園の自主管理組織をさらに充実させます。
　 平成27年度　公園愛護会の新規設立　2団体
　 平成28年度　公園愛護会の新規設立　2団体

平成29年度は新たに3団体の公園愛護会が設立されました。今後も公園愛護会の設立促進を図
り、地域による公園の自主管理を推進します。

A

111 スポーツ・レクリエーション広場の設置 スポーツ推進課
天神スポーツ広場の少年野球場及び多目的広場の整備を進めます。
喫緊の課題である、野球場整備を進めます。

・天神スポーツ広場野球場新設工事（建築工事）を実施した。
　　契約日：2017年2月1日
　　工　 期：2017年2月1日から2017年7月14日

・天神スポーツ広場多目的広場整備工事に伴う高額資材等価格調査業務委託を実施した。
　　契約日：2017年5月17日
　　工　 期：2017年5月17日から2017年6月30日

・天神スポーツ広場多目的広場整備工事を実施した。
　　契約日：2017年10月16日
　　工 　期：2017年10月16日から2018年3月26日

・天神スポーツ広場の整備工事が完了し全面供用開始した。
　　供用開始日：2018年3月30日

・スポーツ施設は、建物及び設備において老朽化が進んできているため、市民が安心して利用で
きるスポーツ施設として維持する計画的修繕が必要。

B

112 歩行空間等整備事業 道路整備課

整備中の路線の事業進捗を図るとともに、誰もが安全に安心して通行できる道路交通環境の整
備を進めます。
交通事故の防止に向けた安全対策として、道路管理者である市と交通管理者である警察が一体
となって、道路区画線表示、道路反射鏡・車止めの設置なども並行して進め、安心して歩ける道
づくりに努めます。

誰もが安全に安心して通行できる道路交通環境の整備を進めた。
道路改良延長　六会554号線　L=146ｍ　藤沢駅辻堂駅線　L＝142ｍ
道路区画線表示　補修延長　L＝59,282ｍ　新設延長　L＝14,169ｍ
道路反射鏡　建替数　N＝40ヶ所　新設数　N＝16ヶ所
交差点自発光鋲　交換数　N＝1ヶ所

A

113 藤沢市道路特定事業計画の推進 道路整備課
平成27年度策定予定の善行駅周辺地区移動円滑化基本構想に基づき道路特定事業を実施しま
す。

　平成30年度に予定している、善行駅東口駅前広場及び善行駅東口駅前通り線の道路改良工事
（バリアフリー事業）を行うため、平成29年度は善行駅東口駅前広場及び善行駅東口駅前通り線

を含む5路線について、現況測量（0.034km2）、路線測量（0.75km）及び復元測量（1.17万m2）を実
施した。

B

114 公共施設のバリアフリー化 公共建築課
公共施設の整備については、関連法令を遵守した上で「藤沢市公共建築ユニバーサルデザイン
マニュアル」を活用し、よりきめ細やかな対応のユニバーサルデザインを目指します。

平成29年度は、5件の新築及び改修工事において、「藤沢市公共建築ユニバーサルデザインマ
ニュアル」を活用し、みんなのトイレの設置（オストメイト対応）、段差の解消、車いす用昇降機の
設置、手すりの設置、誘導ブロックの設置、車いす用駐車場を設けるなどの対応を行いました。引
き続き、平成30年度もできる限り公共施設でのきめ細やかな対応のユニバーサルデザインを実
行できるよう努めます。

A

115 藤沢バリアフリーマップ 障がい福祉課
最新の情報へ定期的に更新を行い、経路情報について音声読み上げ機能を追加するなど、より
わかりやすく利用しやすいホームページの作成に努めます。

市役所本庁舎の建設等に伴い、既存のホームページを更新した。 A
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●基本目標４　「子育てしやすい生活環境の整備」

施策の柱
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事業の

達成状況

116 交通安全運動の推進 防犯交通安全課

子どもたちに交通ルールと交通マナーや危険予知･危険回避などの知識を身につけてもらうため
に実践指導や交通安全教室を実施します。
通園･通学時の交通危険箇所での街頭指導を実施します。（4月・9月）
四季（春・夏・秋・年末）の交通安全運動を実施します。また、その中で「チャイルド(ベビー）シート
着用」について啓発します。
自転車マナーアップ運動を実施します。街頭指導・啓発活動（原則毎月5日・22日）
交通安全日の早朝街頭指導を実施します。　（原則毎月1日・15日）

幼稚園・保育園及び小・中学校での交通安全教室の実施　幼稚園・保育園91回、小学校50回、中
学校5回
通園・通学時の交通危険箇所での街頭指導の実施　4月5日～7日　9月21日・22日・25日
四季（春・夏・秋・年末）の交通安全運動を実施　春4月6日～15日　夏7月11日～20日　秋9月21日
～30日　年末12月11日～20日　その中で回覧チラシ等によるチャイルドシート着用について啓発
を実施
自転車マナーアップ運動の実施（原則毎月5日・22日）
交通安全日の街頭指導を実施（原則毎月1日・15日）

A

117 犯罪のない明るいまちづくりの推進 防犯交通安全課

市民を犯罪から守るために、防犯ブザーの貸出しを行います。(市民センター・公民館、安心みま
もりステーション等)
各地区毎に、防犯パトロール活動を実施します。
夜間の通行の安全確保と地域の犯罪防止のために、防犯灯及び防犯カメラの設置費用を補助し
ます。
安全・安心ステーションの設置及び運営支援を行うとともに、コンビニエンスストアと連携し、安心
みまもりステーションの設置を促進します。
子どもたちが犯罪や不審者などから逃れる緊急避難場所として、「こども110番」の掲示を依頼し、
事業の推進を図ります。
藤沢警察署・藤沢北警察署と連携して、市民への身近な犯罪情報の提供を進めます。

防犯街頭キャンペーン（開催日：10月30日・31日　場所：藤沢駅・辻堂駅・湘南台駅）及び市民セン
ター・公民館での防犯ブザー貸出しの実施　　配布個数324個
各地区毎の防犯パトロール活動のための物資を支援
自治会（町内会）等で管理する防犯灯及び防犯カメラの設置補助　防犯灯新規設置灯数148灯
防犯カメラ新規設置台数30台
こども110番事業の実施　登録者数：5,158件（平成30年3月末日現在）
防犯対策システムによる防犯情報や注意喚起等の配信事業を実施　メール配信数：57件　登録
者数：11,086名（平成30年3月末日現在）

A

118 通学路の指定及び安全の確保 学務保健課

引き続き、学校からの通学路変更届を受け、通学路危険箇所の改善要望を受けた場合は、関係
機関と連携し、通学路の改善に努めます。
引き続き、通学路上及び通学路に面した箇所の宅地などの開発業者に対し、児童生徒への安全
確保の依頼を行います。

「藤沢市通学路交通安全プログラム」に基づき報告のあった危険箇所について、関係機関と連携
して合同点検を実施し、安全対策を実施した。報告危険箇所数（253箇所）、合同点検実施箇所数
（88箇所）、対策要望件数（126件（うち市の対策分81件））
ハード面では各種安全対策を実施しているが、限界もあることから、今後は通学路の変更などソ
フト面の検討を支援することも必要となっている。

A
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●基本目標５　「仕事と家庭との両立の推進」

119 男女平等意識啓発のための情報提供
人権男女共同平
和課

男女はともに対等であり、多様な生き方・働き方が選択できるという意識の啓発を推進します。

男女共同参画社会の実現に向けて意識啓発を行った。次年度も引き続き、同様の取組を推進す
る。

【平成29年度の取組】
・市役所新館１階ロビーにて、男女共同参画に関するパネル展の実施。（6/8～7/4）
・「共に生きるフォーラムふじさわ」開催。（11/11開催、参加67名）
・男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」の発行。（年４回、各5,000部）
・ふじさわ男女共同参画ネットワーク協力員と連携し、公民館まつりにて啓発物品の配布を行っ
た。（１施設400部、平成29年度は台風の影響で中止となった会場有）
・地域講演会の実施。（1/27開催、参加63名）

A

120 就労支援体制の充実 産業労働課
合同面接会を実施します。
資格取得の支援を行います。
就職支援セミナーを開催します。

【平成29年度実績】
湘南就職合同面接会を実施。（年１回：参加事業者28社：参加求職者75人）
業務委託にて資格取得支援講座を開催。（年3講座、のべ25回：宅建、簿記,など）
就職支援セミナーの開催（一般向け・障がい者向け・女性向け・中高年向け　各講座年2回）
【事業計画・課題】
湘南合同就職面接会については、参加者が減少傾向にあるため、効果的な周知や参加しやすい
日程設定などが課題である。

C

121 働きやすい環境づくりに向けた啓発 産業労働課
勤労ふじさわ等による、企業及び勤労者など市民への意識啓発を行います。
ワーク・ライフ・バランス推進会議と連携した、支援施策に取り組みます。

【平成29年度実績】
勤労ふじさわの発行（年12回：1回の発行部数24,00部）
勤労ふじさわにてワーク・ライフ・バランスの特集（4月号）
企業向けワーク・ライフ・バランスセミナーを開催（年1回）
【事業計画・課題】
引き続き勤労ふじさわや市広報、啓発パンフレットなどで市民や企業へ啓発を図る。

B

122 雇用環境の整備 産業労働課
労働相談事業を実施します。
街頭労働相談会を開催します。

【平成29年度実績】
労働相談を実施（年100回実施、相談件254件）
街頭労働相談を開催（年3回、藤沢駅・辻堂駅・湘南台駅、相談件数のべ507件）
【事業計画・課題】
引き続き、労働相談事業を実施する。また市民へ積極的に周知する。

A

123 ファミリー・サポート・センター事業の充実【再掲（8）】 子ども家庭課
「 おねがい会員」の多様なニーズに対応できるようにするため、広く事業のＰＲを行い「まかせて
会員」の会員数の増加に取り組みます。また、料金等も含め誰もが利用しやすい制度となるよう
検討を進めます。

まかせて会員の増加を図るため、年3回の｢まかせて会員研修会｣の実施にあたり周辺地域の回
覧で周知を行うなど、より多くの参加者を募ることができた。
　・おねがい会員：5,814人　まかせて会員：1,014人　どっちも会員：559人
　・活動件数・・・・・・12,160件

A

124 トワイライトステイ事業の推進【再掲（9）】 子ども家庭課 地域ごとの利用状況等を踏まえ、実施施設の拡大や支援の充実を図ります。 　・延べ利用日数・・・205日 A

125 ショートステイ事業の推進【再掲（10）】 子ども家庭課 利用状況を踏まえ、利用者のニーズに応じた支援内容の充実を図ります。 　・延べ利用日数・・・273日 A
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●基本目標６　「配慮を必要とする子ども・家庭への支援」

126 児童虐待防止ネットワークの充実 子ども家庭課

要保護児童対策地域協議会のネットワークを活用し、地域全体で子どもを守る支援体制を強化す
る取り組みを進めます。
居住実態が把握できない児童についての情報把握に努めます。
児童虐待の再発防止のための支援を行います。
市民や関係機関に対しての啓発活動を行います。

児童虐待に関する相談や通告を受け、児童の安全確認、要保護児童対策地域協議会の構成機
関等への調査及び保護者への指導や継続的支援を実施した。また児童虐待防止研修等を行
い、関係機関や市民に対して啓発を行った。
　・新規相談件数・・・164件
　・継続相談件数・・・231件
　・啓発研修等の開催・・・8回実施　372人参加

A

127 特に支援が必要な相談の充実 子ども家庭課
子どもや子育てに関するさまざまな相談に適切かつ柔軟に対応することにより、保護者の養育に
関する負担感の軽減と児童虐待の予防を図ります。
個別のニーズに応じた相談や情報の提供を行うとともに関係機関との連携を強化します。

子育て相談、子育て不安等の相談に対して専門相談員による情報提供・助言を行い、必要に応じ
て専門機関を紹介した。
　・相談件数・・・509件

A

128 養育支援訪問事業 子ども家庭課

養育者が育児ストレス、産後うつなどの問題により子育てに対して不安や孤立感を抱える家庭、
また、虐待の恐れやそのリスクを抱える家庭、乳児家庭全戸訪問の実施結果などで支援が特に
必要であると判断した家庭を対象に児童の安定した養育の確保を図ります。
要支援家庭に対し、保健師などが養育に関する専門的指導及び助言などの支援を行います。
育児・家事の援助が必要な家庭へヘルパーを派遣します。
　・支援形態
　　短期集中型（３か月以内）、中期支援型（６か月～12か月）、時間外支援型（３か月以内）

子どもの養育について支援が特に必要であると判断した家庭を訪問し、保健師、保育士等による
養育に関する助言・指導や、ヘルパー派遣による家事・育児の援助等を行った。
　・専門的指導助言・・・197件
　・家事・育児の援助・・・74件

A

129 母子保健からの児童虐待予防及び早期対応 子ども健康課

妊娠届や出産医療機関等との連携により、養育が困難と思われる家庭の早期発見に努め、必要
な保健指導の充実を図ります。
こんにちは赤ちゃん事業（ハローベビィ訪問）及び健診未受診者への受診勧奨を行い、児の状況
把握に努め、関係機関等と連携し、支援します。
養育支援が必要な家庭に対しては、養育支援訪問事業等につなぐなど、育児負担の軽減を図
り、子どもの健やかな発育・発達を促します。

【平成29年度実績】
こんにちは赤ちゃん事業、および健診未受診者に対して家庭訪問を行い、母子の状況把握に努
めた。
必要な場合、関係機関との連携を図り、支援を行った。
妊娠届出書や妊婦健診・出産医療機関との連携により、養育困難家庭の早期発見に努め、保健
指導や支援を行った。

【今後の取り組みと課題】
引き続き、こんにちは赤ちゃん事業・健診未受診者に対して家庭訪問等での状況把握や受診勧
奨を実施していく。
関係機関との連携を図り、早期発見から支援につなげる。

B

130 地域の情報化とネットワーク化【再掲（35）】 福祉健康総務課
民生委員児童委員及び主任児童委員は、ともに子ども青少年部と神奈川県中央児童相談所との
情報交換を行う場の開催、事例検討等の機会の充実に努め、ネットワーク化をさらに推進しま
す。

主任児童委員は、子ども家庭課虐待相談員と神奈川県中央児童相談所児童福祉司との情報交
換を行う場を年4回開催し、事例検討等により知識を深めた。地区の民児協も神奈川県中央児童
相談所児童福祉司と面談できる機会をつくり、ネットワーク化を進めた。

A

131 ひとり親家庭への子育て・生活支援 子育て給付課

ひとり親家庭の子育てや生活に関する様々な相談からニーズや課題を把握し、「バックアップふじ
さわ」等庁内各部及び関係機関と連携し、相談者に寄り添った継続的な支援を行います。
ひとり親家庭の親が日常生活の中で子育てをしながら就労や修学等を行うにあたり、一時的に家
事支援や育児支援が必要となった場合に支援員を派遣し、生活の安定と負担感の軽減を図りま
す。
日常生活において複合的な課題を抱え、継続的な専門的支援が必要と判断した母子家庭につい
ては、母子生活支援施設に入所できるよう支援します。
入所後においても、定期的な面接等により自立に向けた支援を行います。

母子・父子及び寡婦福祉法に基づき母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭等の日常生
活や子育て、経済的支援についての相談を受け、必要に応じて関係機関と連携しながら、相談者
に寄り添った支援を行った。
また、義務教育修了前の児童を扶養している児童扶養手当受給世帯及びそれに準ずるひとり親
家庭等を対象に、家事や育児を支援する支援員を派遣した。さらに、平成28年度から相談時間の
延長を行った。今後は、ひとり親家庭の抱える課題を把握し、一人ひとりに寄り添いながら継続的
な支援を行っていく。
母子生活支援施設の入所が1世帯あり、他市施設への入所を継続支援した。今後も専門的支援
が必要と判断した母子家庭については、該当施設への入所と共に自立に向けた支援を行ってい
く。
○延べ相談件数　2,251件
○ひとり親家庭等日常生活支援事業　　登録世帯　37世帯   利用世帯 7世帯

A

132 ひとり親家庭への就労支援 子育て給付課

就労に関する相談から家庭状況や課題を的確に把握し、「ジョブスポットふじさわ」等の関係機関
と連携し、より安定した生活基盤を築くための就労の確保に向けて継続的な支援を行います。
厚生労働省の指定する1カ月以上1年未満の教育講座を受講した場合、受講料の一部を自立支
援教育訓練給付金として支給します。
生活の安定に資する資格（看護師・保育士・介護福祉士など）を取得するため1年以上の養成機
関で修業する場合、高等職業訓練促進給付金を支給します。
最終学歴が中学校である親及び子が、高等学校卒業程度認定試験合格のための講座を受講し
た場合、修了時と認定試験合格時に受講費用（上限あり）として、高等学校卒業程度認定試験合
格支援給付金を支給します。

ひとり親家庭の相談の中で相談者の必要に応じ、母子・父子自立支援員がジョブスポットふじさわ
に同行するなど、関係機関との連携を図りながら、就労支援に向け、寄り添った支援を行った。
ひとり親家庭の自立及び生活の安定を図るため、自立支援教育訓練給付金など各種給付金の
支給を行った。平成28年度から、自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金の対象資
格や受講費用を拡充したほか、これまでひとり親家庭の親が対象となっていた高等学校卒業程
度認定試験合格支援給付金を、ひとり親家庭の親と子に拡大し、ひとり親家庭への就労支援の
充実を図った。
○自立支援教育訓練給付金　　　　　  　       　　　14人　　　  633,474円
○高等職業訓練促進給付金　　　　　 　　　　　　 　 19人    18,076,000円
○高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金　 0人　                 0円

A
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133 ひとり親家庭への経済的支援 子育て給付課

児童扶養手当法に基づき、ひとり親または養育者家庭の生活の安定と自立の促進及び子どもの
福祉の増進を図るため、児童扶養手当の支給を行います。
母子家庭、父子家庭、父母のいない子どもの養育者家庭等に医療費を助成することにより、ひと
り親家庭等の生活の安定と自立を支援し、福祉の増進を図ります。
父または母に代わり児童を養育している祖父母等に対し、公的年金や労働基準法による遺族補
償等を受給していることにより全部または一部が支給対象とならない児童扶養手当相当額を、生
活の安定と子どもの福祉の増進を目的に養育者支援金として支給します。
母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、ひとり親家庭及び寡婦の生活の安定と経済的自立を
図るとともに子どもの福祉の増進を目的として、県が実施する就学支度資金や修学資金等の貸
付業務を行います。

ひとり親家庭の生活の安定、自立の促進及び経済的負担の軽減を図るため、児童扶養手当の支
給及び医療費の助成を行った。
また、公的年金を受給していることにより児童扶養手当を受給している養育者に対して、養育者
支援金を支給し、子どもの福祉の増進を図った。
経済的支援の必要なひとり親家庭に対し、母子・父子自立支援員が申請者の生活状況、返済計
画などを確認しながら、県の実施する貸付制度の案内及び申請の受付を行った。
今後も、ひとり親家庭のニーズを把握し、ひとり親家庭の生活の安定と自立に向けた経済的支援
を行っていく。
○児童扶養手当受給者　2,357人(H30.3.31)　　年間支給額　1,158,815,150 円
○養育者支援金　　　 　延べ26人　      　　　　    　　 　 　　　 　　　3,715,300円

A

134 寡婦（夫）控除のみなし適用
子育て給付課
保育課

母子生活支援施設・高等職業訓練促進給付金・助産、認可保育所の保育料及び幼稚園等就園
奨励費補助金に適用させていますが、さらに対象事業の拡大を検討します。

母子生活支援施設・高等職業訓練促進給付金・助産には寡婦（夫）控除のみなし適用対象者は
いなかった。今後は、ひとり親相談等を行う中で、該当すると思われるひとり親家庭に対し、制度
の案内を行う。

A

135 こども発達相談の充実 子ども家庭課
一人ひとりの特性や能力に応じた適切な支援につなぐ体制を整えます。
保育園や幼稚園等施設の人材を育成して地域支援事業を推進します。
保護者の障がい理解を促すための講座や啓発事業を実施します。

・新規相談件数　456件　　・相談延べ件数　759件
・発達支援コーディネーター養成講座（基礎編・フォロー編）　10回
・市民、保護者向け講座・勉強会の開催

A

136 こども発達支援ネットワークの推進 子ども家庭課

障がい児や発達に特別な支援が必要な児童についての総合的な相談窓口の整備に取り組みま
す。
障がい児の一貫した支援を図るためにサポートファイルを活用し、関係機関との緊密な連携を図
ります。

・子ども発達支援連絡会議の開催　4回
・子どもサポートファイルの配付　62部
各関係機関にサポートファイルの具体的な活用方法について周知を図り、適切な支援を行う。

A

137 障がい児支援サービス 障がい福祉課
国の動向を踏まえ、本市が策定する「障がい者計画」及び「障がい福祉計画」に基づき、障がい児
支援サービスの充実を図ります。

【実績】
児童福祉法に基づく、障がい児通所支援サービスの利用実績は以下のとおりである。

・児童発達支援　344名（前年度比＋26名）
・放課後等デイサービス　688名（前年度比＋69名）
・保育所等訪問支援　11名（前年度比＋1名）
（※いずれも、平成30年3月における利用実績のうち、平成30年4月までに事業所から請求のあっ
た受給者のみを掲示）

また、サービスを利用するにあたっての総合的な支援計画である、相談支援専門員による障がい
児支援利用計画の作成実績（平成30年3月時点）は、以下のとおりである。
・全支給決定者1,086名のうち、相談支援専門員による計画作成実績が215名（前年度比＋26名）

【課題と今後の取り組み】
児童発達支援、放課後等デイサービスと比較して、保育所等訪問支援の実績が伸びていない。
また、相談支援実績も十分とは言えず、サービスを効果的に利用するための、きめ細かい支援が
必要とされる。

A

138 補装具の給付 障がい福祉課
障がい者総合支援法に基づき、身体機能を補完することにより、障がい児の日常生活の便宜性
を図ります。

平成29年度は、障がい者総合支援法に基づき、身体機能を補完することにより、障がい児の日常
生活の便宜を図るため、合計245件の補装具給付決定を行った。

A

139 太陽の家しいの実学園 障がい福祉課
通園する障がい児に対して、さまざまな生活体験や機能訓練などをとおして発達を促し、障がい
児の地域の中での生活を支援します。

通園する障がい児に対して、様々な生活体験や機能訓練などを通して発達を促進し、障がい児
が地域の中で暮らせるように支援した。
定員60人　開所日数　233日　延べ13,845人

A

140 障がい者等医療費助成事業【再掲（49）】 福祉医療給付課
今後も継続して事業を実施し、障がい児の医療に関わる経済的負担を軽減し、保健の向上と福
祉の増進を図ります。

継続して事業を実施した。引き続き、障がい児の医療にかかる経済的負担を軽減し、保健の向上
と福祉の増進を図る。

A

141 障がい児福祉手当の給付【再掲（50）】 障がい福祉課
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、今後も障がい児に対して手当を支給し、福
祉の増進を図ります。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給した。
月額　14,580円　　受給者人数　202人

A

142 障がい者福祉手当の給付【再掲（51）】 障がい福祉課
藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、引き続き、障がい児に対して手当を支給し、福祉の増
進を図ります。

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給した。
月額　4,000円
受給者人数　721人※20歳未満受給対象者数

A
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143 特別支援教育の充実 教育指導課

特別支援教育協議会において、藤沢市の特別支援教育に関する課題の把握と課題解決の方向
性などについて協議します。
小・中学校で教員研修などにおける講師招へいの支援や、特別支援教育スーパーバイザーの派
遣などにより、教員の専門性向上をはかります。
特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対し、介助員を派遣します。
医療的ケアを必要とする児童生徒に対し、学校看護介助員を派遣します。
特別支援学級及び白浜養護学校在籍児童のための体育館開放を行います。

特別支援教育協議会を4回、太田ステージによるアセスメント研修会を3回、特別支援学級及び特
別支援学校在籍児童のための体育館開放を32回、特別支援教育スーパーバイザーの派遣を17
校で実施した。
特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対し、55校に介助員を派遣した。また、医療的ケアを
必要とする児童生徒に対し、学校看護介助員を3校に派遣した。
「藤沢市立学校における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を策定した。

平成30年度は、医療的ケアを必要とする児童生徒が増加するため、学校看護介助員配置事業を
拡充する予定。

B

144 特別支援教育整備事業 教育指導課
支援を必要とする児童生徒のニーズに対応できるよう、児童生徒数の推移や空き教室の状況等
を勘案したうえで、特別支援学級及び通級指導教室の設置を計画的に進めていきます。

秋葉台小学校に、平成30年度特別支援学級開設のための準備を行った。

平成30年度は平成31年の六会小学校特別支援学級開設のための準備を行う予定。
B

145 育成医療給付【再掲（43）】 子育て給付課
障がい児（障がいに係る医療を行わないときは将来障がいを残すと認められる疾患がある児童を
含む）の健全な育成を図るため、生活の能力を得るために必要な医療費の給付を行います。

18歳未満の児童を対象に、現在障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わないと
将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障がいを除去、ある
いは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行った。今後も育成医療
による治療を必要とする児童に対し継続して認定・給付を行う。
○受給者数 47人   年間受診件数 94件   年間助成額 4,605,614円

A

146 特別児童扶養手当の支給(経由事務)【再掲（44）】 子育て給付課
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、精神または身体に中程度以上の障がいの
ある20歳未満の児童を監護している父、母または父母に代わりその児童を養育している方に特
別児童扶養手当を支給するための事務を行います。

政令に定める程度以上の障がいにある20歳未満の児童を養育している者に対して、児童の福祉
の推進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための事務を行った。（認定及び支給は神奈
川県）
今後も児童の福祉の増進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための事務を行う。
○受給権者数　659人

A

147 ひとり親家庭への支援 子育て給付課

経済的支援として、児童扶養手当、養育者支援金の支給並びに神奈川県母子父子寡婦福祉資
金の貸付（経由事務）を行います。
就労支援として、母子・父子自立支援員が、就労に関する相談から家庭状況や課題を的確に把
握し、「ジョブスポットふじさわ」等の関係機関と連携し、より安定した生活基盤を築くための就労
の確保に向けて継続的な支援を行います。
生活支援として、母子・父子自立支援員が、ひとり親家庭の子育てや生活に関する様々な相談か
らニーズや課題を把握し、「バックアップふじさわ」等庁内各部及び関係機関と連携し、相談者に
寄り添った継続的な支援を行います。

ひとり親家庭の生活の安定、自立の促進及び経済的負担の軽減を図るため、児童扶養手当の支
給及び医療費の助成を行った。
また、公的年金を受給していることにより児童扶養手当を受給している養育者に対して、養育者
支援金を支給し、子どもの福祉の増進を図った。
経済的支援の必要なひとり親家庭に対し、母子・父子自立支援員が申請者の生活状況、返済計
画などを確認しながら、県の実施する貸付制度の案内及び申請の受付を行った。
今後も、ひとり親家庭のニーズを把握し、ひとり親家庭の生活の安定と自立に向けた経済的支援
を行っていく。
○児童扶養手当受給者　2,357人（H30.3.31)　　年間支給額　 1,158,815,150人
○養育者支援金　　　 　延べ26人　      　　　　　　 　 　　　 　　　　　3,715,300人

A

148 生活困窮世帯の子どもに対する学習支援の充実
地域包括ケアシス
テム推進室

対象者となる子どもの状況に応じて、以下の支援を行います。
（1）学習支援　　対象者の状況に応じた基礎学力の向上のための学習支援
（2）進学支援　　対象者及びその保護者に対する、主に高等学校への進学情報、受験情報の提
供や、進学に伴う手続き支援
（3）修学支援　　順調な学校生活を送り、卒業するための居場所の提供や学習に関する助言等

市内3ヵ所で学習支援事業を行っており、利用する生徒の状況を考慮した伴走型の支援を行って
いる。学習支援事業所を利用した中学3年生の卒業後の進路については、22名中、公立高校18
名、私立高校3名、専修学校へ1名が合格している。長期に利用していく過程で学習支援事業所と
の信頼関係が構築され安心して学習に専念できる場となり、結果を残すことができた。今後は引
き続き学習支援・進学支援・就業支援への取り組みを行い、子どもたちが安心できる学習の場・
居場所となるよう支援を行う。また学校や支援機関への付き添いや高校入試に向けた校外活動
等や、高校入学後の定着支援、その先の進学への支援等の強化について検討が必要。

B

149 子どものいる生活保護世帯等に対する支援の充実 生活援護課

対象者となる世帯の状況に応じて、以下の支援を行います。
（1）日常生活支援　　子どもとその保護者が日常的な生活習慣を身につけるための支援
（2）養育支援　　ひきこもりや、不登校、育児不安に対する支援
（3）教育支援　　子どもの学校生活、進路等に関する支援
（4）就労支援　　社会性が乏しく、就職活動が困難な若者に対する就労準備支援及び保護者の
就労支援

子どものいる生活保護受給世帯の社会的自立の促進および子どもの貧困の連鎖を解消するた
め、平成25年度から子ども支援員を配置。困難を有する子ども・若者とその保護者に対し、子ども
支援員がケースワーカーと連携し、子どもの健全育成の視点に立ち（1）から（4）の寄り添い型の
支援を実施している。平成29年度の支援実績は87世帯101人。事業の定着と関係機関との信頼
関係強化により、相談件数も増加。高等学校を含めた県域の連携支援も発生しており、他機関と
の役割機能確認と連携強化により、支援の充実と拡充を図っていく。

B
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●基本目標７　「若者の自立支援の充実」

若
者
の
職
業
的
自
立
支
援
や
就

労
等
の
支
援
の
充
実

150 技能振興関係事業 産業労働課
技能者の仕事を身近に感じてもらうため、技能職団体等と連携し各種事業を実施します。
　・職人版インターンシップ事業
　・学校訪問事業　等

【平成29年度の取組】
職人版インターンシップを実施：4人の体験講習を実施。受講職種は、広告美術士・表具師・フラ
ワー装飾士・自転車整備士
学校訪問事業：計12日間、市内の小学校4校、中学校5校を訪問
職場体験：市内中学生4人の職場体験を実施。受入れ団体は、板金工業組合。
【計画・課題】
引き続き対象者の将来の選択肢の拡大や技能職の担い手確保などを目的に、職人版インターン
シップや学校訪問事業、職場体験を実施していく。
今後これらの事業を進めるにあたり、受入れ可能団体の拡大や事業自体の周知強化が課題であ
る。

B

151 個別サポート事業 青少年課
義務教育終了後の進路未決定者については、学校教育相談センター等と連携して就学中からの
早期支援を進めます。

困難を有する若者やその家族に対して、適切な支援を受けられるよう、福祉や保健等といった機
関への引き継ぎを行うなど、社会的自立に向けた支援としての第一歩につなげることができた。
今後も、義務教育終了後の進路未決定者等への早期かつ切れ目ないない支援を実施するため、
学校教育相談センター等と連携して就学中からの支援を進めていく。

B

152
若年者就労支援事業
（若者しごと応援塾（ユースワークふじさわ））

産業労働課
潜在的な需要を喚起するために、アウトリーチの実施や地元での中間的就労の場の確保を強化
します。

【平成29年度の取組】
登録者数　226人、相談延べ人数　1,851人、プログラム等参加のべ人数　5,071人
関係機関との連携・ネットワークづくり等回数　384回
【計画・課題】
若年者の就業的自立を目指し、プログラムの充実、講演会等の実施、就労体験等の受入れ先の
確保、及び関係機関との連携・ネットワークづくりを目指して、受託者と連携し事業を進めていく。

A

153 子ども・若者自立支援事業

青少年課
公益財団法人藤
沢市みらい創造財
団

社会的自立を目指す若者を継続的に支援できるよう、青少年施設や事業におけるボランティア体
験等に参加することで、若者が自信を獲得し、就労に向けたさまざまな力を身につけていくことが
できるような機会を充実させていきます。

「若者しごと応援塾：ユースワークふじさわ」と連携し、社会的自立を目指す若者の社会参加プロ
グラムの１つとして、藤沢青少年会館、辻堂青少年会館、藤沢市少年の森でボランティアの受け
入れを行い活動の場を提供した。参加した若者は、子どもとの交流や担当する職員、コーディ
ネーターとの関わりを通じて、社会性を育んだ。平成30年度も継続して実施していく。

A

154
学校教育相談センターにおける相談体制の充実
【再掲（102）】

教育指導課

スクールカウンセラーの活用により各学校の支援体制の充実と連携の推進を行います。
小学校への本市スクールカウンセラーの配置日数を、週1日から週1.5日以上にして相談体制の
充実を図ります。
本人の力だけでは解決できない問題を抱えている児童生徒に対し、スクールソーシャルワーカー
を派遣し、学校や関係機関と連携しながら福祉的な支援も
含めて家庭環境への支援を行います。
相談支援教室への入室を工夫することで、より多くの児童生徒が充実した活動参加とカウンセリ
ングが受けられるよう支援を行います。
就学先の選択から入学後の支援まで、幼児の状況を観察しながらきめ細かい相談支援を行いま
す。

スクールカウンセラー（SC）による相談やスクールソーシャルワーカー（SSW）による訪問など、児
童生徒の学校生活等への支援充実を図った。
小学校における市SCの1.5日勤務校を19校に拡大した。
相談受付　週6日（平日及び土曜日の午前中）、就学支援委員会　10回、相談支援教室（71名入
室相談）
　
相談受付　週6日（平日及び土曜日の午前中）、相談支援教室や「登校に課題をもつ児童生徒の
親の会」の継続

B

155 不登校児童生徒対策事業【再掲（105）】 教育指導課
不登校児童生徒をもつ保護者を対象に、おしゃべり広場を実施し、情報提供や情報交換、個別相
談等を行います。

不登校児童生徒をもつ保護者を対象にした「おしゃべり広場」を年4回実施した。
平成30年度も年4回の開催予定。
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個別事業に対する評価

事業
Ｎｏ．

事業名 担当課 取り組みの方向 平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等
事業の

達成状況



「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」
第５章における掲載事業（教育保育地域事業）について

平成２９年度取組状況



藤沢市子ども・子育て支援事業計画における「教育・保育の量の見込みと確保方策」

（１）　認定こども園及び幼稚園 ※平成３０年度及び３１年度の「量の見込み」及び「確保の内容」については、中間見直し後の数値

（単位：人）

平成２７年度計画
（Ⅰ）

平成２８年度計画
（Ⅰ）

平成２９年度
（Ａ）

平成３０年度 平成３１年度
平成２９年度実績

（Ｂ）
平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

１号認定 5,956 5,852 5,762 6,426 6,150 6,586 824

２号認定 685 673 662 20 90 15 △ 647

計　① 6,641 6,525 6,424 6,446 6,240 6,601 177

特定教育・
保育施設

258 1,014 1,268 585 1,106 585 △ 683

確認を受けない
幼稚園

7,018 6,099 5,609 6,575 6,054 6,575 966

計　② 7,276 7,113 6,877 7,160 7,160 7,160 283

635 588 453 714 920 559 106

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

特定教育・
保育施設

258 250

確認を受けない
幼稚園

7,018 7,197

計 7,276 7,447

特定教育・
保育施設

0 △ 764

確認を受けない
幼稚園

0 1,098

計 0 334

確
保
の
内
容

計画と実績の差（Ⅱ－Ⅰ）

市全域

量
の
見
込
み

確
保
の
内
容

②　－　①



（単位：人）

平成２７年度計画
（Ⅰ）

平成２８年度計画
（Ⅰ）

平成２９年度
（A)

平成３０年度 平成３１年度
平成２９年度実績

（Ｂ）
平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

１号認定 2,112 2,074 2,043 2,278 2,181 2,335 292

２号認定 179 177 174 0 0 4 △ 170

計　① 2,291 2,251 2,217 2,278 2,181 2,339 122

特定教育・
保育施設

258 258 321 245 245 148 △ 173

確認を受けない
幼稚園

2,095 2,095 1,885 2,210 2,210 2,210 325

計　② 2,353 2,353 2,206 2,455 2,455 2,358 152

62 102 △ 11 177 274 19 30

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

特定教育・
保育施設

258 250

確認を受けない
幼稚園

2,095 2,087

計 2,353 2,337

特定教育・
保育施設

0 △ 8

確認を受けない
幼稚園

0 △ 8

計 0 △ 16

（単位：人）

平成２７年度計画
（Ⅰ）

平成２８年度計画
（Ⅰ）

平成２９年度
（A)

平成３０年度 平成３１年度
平成２９年度実績

（Ｂ）
平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

１号認定 1,072 1,052 1,037 1,157 1,107 1,185 148

２号認定 90 89 86 0 0 2 △ 84

計　① 1,162 1,141 1,123 1,157 1,107 1,187 64

特定教育・
保育施設

0 0 0 0 0 0 0

確認を受けない
幼稚園

1,128 1,070 1,070 1,254 1,254 1,254 184

計　② 1,128 1,070 1,070 1,254 1,254 1,254 184

△ 34 △ 71 △ 53 97 147 67 120

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

特定教育・
保育施設

0 0

確認を受けない
幼稚園

1,128 1,150

計 1,128 1,150

特定教育・
保育施設

0 0

確認を受けない
幼稚園

0 80

計 0 80

確
保
の
内
容

計画と実績の差（Ⅱ－Ⅰ）

東南地区

量
の
見
込
み

確
保
の
内
容

②　－　①

確
保
の
内
容

計画と実績の差（Ⅱ－Ⅰ）

西南地区

量
の
見
込
み

確
保
の
内
容

②　－　①



（単位：人）

平成２７年度計画
（Ⅰ）

平成２８年度計画
（Ⅰ）

平成２９年度
（A)

平成３０年度 平成３１年度
平成２９年度実績

（Ｂ）
平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

１号認定 1,502 1,476 1,452 1,619 1,550 1,660 208

２号認定 146 143 142 0 30 3 △ 139

計　① 1,648 1,619 1,594 1,619 1,580 1,663 69

特定教育・
保育施設

0 265 456 0 295 210 △ 246

確認を受けない
幼稚園

2,000 1,705 1,425 1,670 1,375 1,670 245

計　② 2,000 1,970 1,881 1,670 1,670 1,880 △ 1

352 351 287 51 90 217 △ 70

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

特定教育・
保育施設

0 0

確認を受けない
幼稚園

2,000 2,000

計 2,000 2,000

特定教育・
保育施設

0 △ 265

確認を受けない
幼稚園

0 295

計 0 30

（単位：人）

平成２７年度計画
（Ⅰ）

平成２８年度計画
（Ⅰ）

平成２９年度
（A)

平成３０年度 平成３１年度
平成２９年度実績

（Ｂ）
平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

１号認定 1,270 1,250 1,230 1,372 1,312 1,406 176

２号認定 270 264 260 20 60 6 △ 254

計　① 1,540 1,514 1,490 1,392 1,372 1,412 △ 78

特定教育・
保育施設

0 491 491 340 566 227 △ 264

確認を受けない
幼稚園

1,795 1,229 1,229 1,441 1,215 1,441 212

計　② 1,795 1,720 1,720 1,781 1,781 1,668 △ 52

255 206 230 389 409 256 26

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

特定教育・
保育施設

0 0

確認を受けない
幼稚園

1,795 1,960

計 1,795 1,960

特定教育・
保育施設

0 △ 491

確認を受けない
幼稚園

0 731

計 0 240

確
保
の
内
容

計画と実績の差（Ⅱ－Ⅰ）

中部地区

量
の
見
込
み

確
保
の
内
容

②　－　①

確
保
の
内
容

計画と実績の差（Ⅱ－Ⅰ）

北部地区

量
の
見
込
み

確
保
の
内
容

②　－　①



（２）　認定こども園及び認可保育所、地域型保育

３号認定子どもの保育提供率の目標値

実　績 23.7% 24.3% 30.2%

目標値 25.1% 29.0% 30.8% 34.1% 36.4%

※平成３０年度及び３１年度の「量の見込み」及び「確保の内容」については、中間見直し後の数値

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度



計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） △ 81 38

藤沢型認定保育施設等 18 234

小計（ⅲ） 18 53

小計（ⅱ） △ 106 △ 36

３歳以上

特定教育・保育施設 0 △ 181

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 0 △ 53

地域型保育事業 △ 20

1,956

地域型保育事業 51 146

藤沢型認定保育施設等 199 288

14

藤沢型認定保育施設等 △ 86 3

△ 4

藤沢型認定保育施設等 12 29

小計（ⅰ） 7 21

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 6,229 7,099

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

０歳

特定教育・保育施設 0 △ 4

地域型保育事業 △ 5

小計（ⅰ） 566 643

確
保
の
内
容

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

０歳

特定教育・保育施設 505 546

地域型保育事業 16

藤沢型認定保育施設等 116 322

小計（ⅲ） 3,611 4,066

小計（ⅱ） 2,052 2,390

３歳以上

特定教育・保育施設 3,495 3,744

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 1,802

小計（ｃ） 3,593 4,013 4,049 4,316 4,671 4,105 56

藤沢型認定保育施設等 98 88 55 213 213

35

藤沢型認定保育施設等 45 62

３歳以上

特定教育・保育施設 3,495 3,925 3,994 4,103 4,458 3,912

小計（ｂ） 2,158 2,426 2,457 2,783 3,070

7,423 252

②　－　① △ 572 179 289 242 576 541 252

計（ａ＋ｂ＋ｃ）　② 6,310 7,061 7,171 7,809 8,503

193 138

地域型保育事業 71 132 199 250 282 226

△ 82

地域型保育事業 － － － － － － －

2,651 194

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 505 550 556

小計（ａ） 559 622 665 710 762 667 2

１・２歳

特定教育・保育施設 1,802 2,009 2,031 2,177

50 △ 5

藤沢型認定保育施設等 33 33 54 53 53 41 △ 13

27

藤沢型認定保育施設等

4,192 3,441

　待機児童に対応するため、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」に基づき、次の通り認
可保育所の新設等を行い、４１６人の定員拡大を及び保育環境の安全性向上が図られまし
た。
①認可保育所の新設整備　３園　　②小規模保育事業所の新設整備　５園
③認定こども園への移行　１園　　 ④認可外保育施設の認可化整備　１園
⑤老朽化した既存保育所の再整備　１園　　⑥あずま保育園の定員減

　また、「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」において推計した教育・保育の量の見込みに
対し、具体的な施設整備計画などの確保方策を定めた「藤沢市保育所整備計画（ガイドライ
ン）」に基づき、認可保育所や小規模保育事業所の新設を中心に様々な取り組みを進めた
結果、平成２９年度末までの３か年において、２号・３号認定の定員については、計画を上回
る拡大が見込まれる一方、平成２９年４月１日現在の国基準待機児童数が１４８名であったこ
とから、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」の中間見直しを行い、平成３０年度、平成３
１年度の量の見込みを推計しました。

　平成３０年度に向けては、「直近の保育所等整備に係る方針」に基づき、認可保育所の公
募等を実施することにより、平成３０年４月の保育ニーズに対応していきます。

１・２歳（３号認定） 2,779 2,779 2,779 2,893 3,028 2,779 0

３歳以上（２号認定）

606 652 576 20

地域型保育事業 21 39 55 51 57

285 285 227 356 356 346 119

2,432 2,079 48

　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 662 662 662 673 707 662 0

（単位：人）

市全域
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度計画

（Ⅰ）
平成２９年度

（Ａ）
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

0

計　① 6,882 6,882 6,882 7,567 7,927 6,882 0

3,441 3,441 3,441 4,001



小計（ⅲ） △ 15 18

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） △ 121 △ 21

３歳以上

特定教育・保育施設 0 △ 36

地域型保育事業 － －

藤沢型認定保育施設等 △ 15 54

22

藤沢型認定保育施設等 △ 91 △ 40

小計（ⅱ） △ 95 △ 48

6

小計（ⅰ） △ 11 9

１・２歳

特定教育・保育施設 0 △ 30

地域型保育事業 △ 4

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

０歳

特定教育・保育施設 0 △ 3

地域型保育事業 1 6

藤沢型認定保育施設等 △ 12

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 2,166 2,574

３歳以上

特定教育・保育施設 1,234 1,357

地域型保育事業 － －

藤沢型認定保育施設等 13 82

藤沢型認定保育施設等 36 87

小計（ⅱ） 717 889

246

１・２歳

特定教育・保育施設 677 740

地域型保育事業 4 62

地域型保育事業 1 12

藤沢型認定保育施設等 6 24

△ 99

小計（ⅲ） 1,247 1,439
確
保
の
内
容

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

０歳

特定教育・保育施設 195 210

②　－　① △ 497 △ 189 △ 137 86 238

1,451 18

計（ａ＋ｂ＋ｃ）　② 2,287 2,595 2,647 2,917 3,205 2,685 38

小計（ｃ） 1,262 1,421 1,433 1,578 1,740

小計（ⅰ） 202

28 28 28 28 22 △ 6

1,712 1,429 24

地域型保育事業 － － － － － －

38

１・２歳

特定教育・保育施設 677 770 770 844

小計（ｂ） 812 937 971 1,065 1,173 988 17

３歳以上

特定教育・保育施設 1,234 1,393 1,405 1,550

36

藤沢型認定保育施設等 127 127 127 111 111 99 △ 28

－

藤沢型認定保育施設等 28

0 6 12 21 21 21 9

952 779 9

地域型保育事業 8 40 74 110 110 110

2,784 2,784 2,831 2,967

0

３歳以上（２号認定） 1,392 1,392 1,392 1,443 1,512 1,392 0

6 △ 12

小計（ａ） 213 237 243 274 292 246 3

藤沢型認定保育施設等 18 18 18 19 19

219 6

地域型保育事業

239 0 　待機児童に対応するため、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」に基づき、認可保育所
１園と小規模保育事業所３園の新設整備を行い、１７７人の定員拡大を図りました。
　
　また、「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」において推計した教育・保育の量の見込みに
対し、具体的な施設整備計画などの確保方策を定めた「藤沢市保育所整備計画（ガイドライ
ン）」に基づき、認可保育所や小規模保育事業所の新設を中心に様々な取り組みを進めた
結果、平成２９年度末までの３か年において、２号・３号認定の定員については、計画を上回
る拡大が見込まれる一方、平成２９年４月１日現在の国基準待機児童数が１４８名であったこ
とから、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」の中間見直しを行い、平成３０年度、平成３
１年度の量の見込みを推計しました。

　平成３０年度に向けては、「直近の保育所等整備に係る方針」に基づき、認可保育所の公
募等を実施することにより、平成３０年４月の保育ニーズに対応していきます。

１・２歳（３号認定） 1,153 1,153 1,153 1,107 1,160 1,153

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 239 239 239 281 295

2,784 0

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 195 213 213 234 252

計　① 2,784

（単位：人）

東南地区
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度計画

（Ⅰ）
平成２９年度

（Ａ）
平成３０年度 平成３１年度



計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 26 154

藤沢型認定保育施設等 17 177

小計（ⅲ） 17 141

小計（ⅱ） △ 4 2

３歳以上

特定教育・保育施設 0 △ 36

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 0 △ 21

地域型保育事業 △ 13

423

地域型保育事業 0 24

藤沢型認定保育施設等 71 87

△ 2

藤沢型認定保育施設等 9 25

△ 6

藤沢型認定保育施設等 19 17

小計（ⅰ） 13 11

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 1,334 1,671

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

０歳

特定教育・保育施設 0 0

地域型保育事業 △ 6

小計（ⅰ） 131 150

確
保
の
内
容

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

０歳

特定教育・保育施設 108 123

地域型保育事業 0

藤沢型認定保育施設等 32 182

小計（ⅲ） 767 987

小計（ⅱ） 436 534

３歳以上

特定教育・保育施設 735 805

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 365

小計（ｃ） 750 846 846 1,046 1,100 942 96

藤沢型認定保育施設等 15 5 5 136 136

6

藤沢型認定保育施設等 23 21

３歳以上

特定教育・保育施設 735 841 841 910 964 838

小計（ｂ） 440 532 535 630 682

1,711 175

②　－　① △ 87 122 141 233 272 316 175

計（ａ＋ｂ＋ｃ）　② 1,308 1,517 1,536 1,840 1,955

104 99

地域型保育事業 13 26 39 40 56 40

△ 3

地域型保育事業 － － － － － － －

615 80

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 108 123 123

小計（ａ） 118 139 155 164 173 154 △ 1

１・２歳

特定教育・保育施設 365 444 444 483

9 △ 9

藤沢型認定保育施設等 4 4 14 17 17 16 2

1

藤沢型認定保育施設等

885 697

　待機児童に対応するため、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」に基づき、認可保育所
１園と小規模保育事業所１園の新設整備を行い、７９人の定員拡大を図りました。

　また、「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」において推計した教育・保育の量の見込みに
対し、具体的な施設整備計画などの確保方策を定めた「藤沢市保育所整備計画（ガイドライ
ン）」に基づき、認可保育所や小規模保育事業所の新設を中心に様々な取り組みを進めた
結果、平成２９年度末までの３か年において、２号・３号認定の定員については、計画を上回
る拡大が見込まれる一方、平成２９年４月１日現在の国基準待機児童数が１４８名であったこ
とから、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」の中間見直しを行い、平成３０年度、平成３
１年度の量の見込みを推計しました。

　平成３０年度に向けては、「直近の保育所等整備に係る方針」に基づき、認可保育所の公
募等を実施することにより、平成３０年４月の保育ニーズに対応していきます。

１・２歳（３号認定） 546 546 546 621 650 546 0

３歳以上（２号認定）

138 144 129 6

地域型保育事業 6 12 18 9 12

62 62 52 107 107 131 79

519 444 0

　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 152 152 152 141 148 152 0

（単位：人）

西南地区
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度計画

（Ⅰ）
平成２９年度

（Ａ）
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

0

計　① 1,395 1,395 1,395 1,607 1,683 1,395 0

697 697 697 845



（単位：人）

小計（ⅲ） 11 △ 36

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 5 △ 33

３歳以上

特定教育・保育施設 0 △ 13

地域型保育事業 － －

藤沢型認定保育施設等 11 △ 23

△ 20

藤沢型認定保育施設等 △ 5 2

小計（ⅱ） △ 9 1

2

小計（ⅰ） 3 2

１・２歳

特定教育・保育施設 0 19

地域型保育事業 △ 4

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

０歳

特定教育・保育施設 0 2

地域型保育事業 1 △ 2

藤沢型認定保育施設等 2

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 1,394 1,447

３歳以上

特定教育・保育施設 824 877

地域型保育事業 － －

藤沢型認定保育施設等 34 0

藤沢型認定保育施設等 32 39

小計（ⅱ） 429 458

112

１・２歳

特定教育・保育施設 385 407

地域型保育事業 12 12

102

地域型保育事業 4 4

藤沢型認定保育施設等 6 6

小計（ⅲ） 858 877確
保
の
内
容

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

０歳

特定教育・保育施設 97

②　－　① △ 58 33 56 △ 127 △ 30

871 △ 39

計（ａ＋ｂ＋ｃ）　② 1,389 1,480 1,503 1,410 1,580 1,433 △ 70

小計（ｃ） 847 913 910 848 930

小計（ⅰ） 107

23 10 12 12 11 1

918 860 △ 40

地域型保育事業 － － － － － －

△ 14 △ 70

１・２歳

特定教育・保育施設 385 388 388 389

小計（ｂ） 438 457 473 447 519 451 △ 22

３歳以上

特定教育・保育施設 824 890 900 836

△ 38

藤沢型認定保育施設等 37 37 35 30 30 32 △ 3

－

藤沢型認定保育施設等 23

3 6 10 7 7 4 △ 6

461 407 19

地域型保育事業 16 32 50 28 28 12

1,447 1,447 1,537 1,610

0

３歳以上（２号認定） 724 724 724 893 935 724 0

2 △ 8

小計（ａ） 104 110 120 115 131 111 △ 9

藤沢型認定保育施設等 4 4 10 3 3

105 5

地域型保育事業

125 0 　待機児童に対応するため、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」に基づき、既存認可保
育所１園の再整備(６人定員増）及び藤沢市立あずま保育園の定員減（２０人）を行いました。

　また、「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」において推計した教育・保育の量の見込みに
対し、具体的な施設整備計画などの確保方策を定めた「藤沢市保育所整備計画（ガイドライ
ン）」に基づき、認可保育所や小規模保育事業所の新設を中心に様々な取り組みを進めた
結果、平成２９年度末までの３か年において、２号・３号認定の定員については、計画を上回
る拡大が見込まれる一方、平成２９年４月１日現在の国基準待機児童数が１４８名であったこ
とから、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」の中間見直しを行い、平成３０年度、平成３
１年度の量の見込みを推計しました。

　平成３０年度に向けては、「直近の保育所等整備に係る方針」に基づき、認可保育所の公
募等を実施することにより、平成３０年４月の保育ニーズに対応していきます。

１・２歳（３号認定） 598 598 598 540 565 598

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 125 125 125 104 110

1,447 0

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 97 100 100 105 121

計　① 1,447

（単位：人）

中部地区
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度計画

（Ⅰ）
平成２９年度

（Ａ）
平成３０年度 平成３１年度



計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 9 △ 62

藤沢型認定保育施設等 5 26

小計（ⅲ） 5 △ 70

小計（ⅱ） 2 9

３歳以上

特定教育・保育施設 0 △ 96

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 0 △ 21

地域型保育事業 1 14

藤沢型認定保育施設等 1 16

386

地域型保育事業 35 48

藤沢型認定保育施設等 60 75

△ 2

藤沢型認定保育施設等 3 4

小計（ⅰ） 2 △ 1

計（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 1,335 1,407

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

０歳

特定教育・保育施設 0 △ 3

地域型保育事業 △ 1

小計（ⅰ） 126 135

確
保
の
内
容

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

０歳

特定教育・保育施設 105 111

地域型保育事業 11

藤沢型認定保育施設等 37 58

小計（ⅲ） 739 763

小計（ⅱ） 470 509

３歳以上

特定教育・保育施設 702 705

地域型保育事業 － －

１・２歳

特定教育・保育施設 375

小計（ｃ） 734 833 860 844 901 841 △ 19

藤沢型認定保育施設等 32 32 12 37 37

13

藤沢型認定保育施設等 10 11

３歳以上

特定教育・保育施設 702 801 848 807 864 785

小計（ｂ） 468 500 478 641 696

1,594 109

②　－　① 70 213 229 50 96 338 109

計（ａ＋ｂ＋ｃ）　② 1,326 1,469 1,485 1,642 1,763

56 44

地域型保育事業 34 34 36 72 88 64

△ 63

地域型保育事業 － － － － － － －

597 119

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 105 114 120

小計（ａ） 124 136 147 157 166 156 9

１・２歳

特定教育・保育施設 375 407 429 461

16 1

藤沢型認定保育施設等 7 7 12 14 14 17 5

28

藤沢型認定保育施設等

860 628

　待機児童に対応するため、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」に基づき、認可保育所
１園の新設と認定こども園への移行１園、認可外保育施設の認可化整備１園及び小規模保
育事業所１園の新設整備を行い、１７４人の定員拡大を図りました。

　また、「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」において推計した教育・保育の量の見込みに
対し、具体的な施設整備計画などの確保方策を定めた「藤沢市保育所整備計画（ガイドライ
ン）」に基づき、認可保育所や小規模保育事業所の新設を中心に様々な取り組みを進めた
結果、平成２９年度末までの３か年において、２号・３号認定の定員については、計画を上回
る拡大が見込まれる一方、平成２９年４月１日現在の国基準待機児童数が１４８名であったこ
とから、「藤沢市保育所整備計画（ガイドライン）」の中間見直しを行い、平成３０年度、平成３
１年度の量の見込みを推計しました。

　平成３０年度に向けては、「直近の保育所等整備に係る方針」に基づき、認可保育所の公
募等を実施することにより、平成３０年４月の保育ニーズに対応していきます。

１・２歳（３号認定） 482 482 482 625 653 482 0

３歳以上（２号認定）

129 135 123 3

地域型保育事業 12 15 15 14 17

59 59 13 108 108 84 71

500 449 20

　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 146 146 146 147 154 146 0

北部地区
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度計画

（Ⅰ）
平成２９年度

（Ａ）
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

0

計　① 1,256 1,256 1,256 1,592 1,667 1,256 0

628 628 628 820



藤沢市子ども・子育て支援事業計画における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策」
※平成２９年度、３０年度及び３１年度の「量の見込み」及び「確保の内容」については、中間見直し後の数値

（１）　利用者支援事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　利用者支援事業

量の見込み　① 1 3 4 4 4 4 0

確保の内容　② 1 3 4 4 4 4 0

②　－　① 0 0 0 0 0 0 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 か所 1 4

0 1

（２）　時間外保育事業（延長保育）

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　時間外保育事業（延長保育）

量の見込み　① 5,887 5,887 6,752 7,113 7,451 6,752 0

確保の内容　② 5,602 5,954 6,690 7,169 7,863 6,690 0

②　－　① △ 285 67 △ 62 56 412 △ 62 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人 5,802 6,237

200 283

（３）　放課後児童健全育成事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　放課後児童健全育成事業

量の見込み　① 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 3,650 0

確保の内容　② 3,119 3,352 4,030 4,100 4,520 4,030 0

②　－　① △ 531 △ 298 380 450 870 380 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人 3,354 3,848

235 496

　平成２９年度は藤沢市放課後児童クラブ整備計画に基づき、２カ所のクラブを新設すると
ともに、定員確保策として緊急開所していたクラブ１カ所の本設化に取組んだ。今後も本整
備計画に基づく新設及び既存施設の拡充を進めていく。
　なお、小学校近隣等適地の不足、児童クラブ運営に係る人員の確保及び質の向上などの
課題の解消を図るため、クラブの必要数の検証や、既存事業者以外の新たな運営事業者
の公募などを引き続き進めていく。

人

　平成２９年度は保育課内での相談が８８０件、出張相談では湘南台子育て支援センター１
９４件・辻堂子育て支援センター１３０件・六会子育て支援センター８９件の相談があり、合計
１，２９３件であった。前年度比は１５３件増であり、今後も需要が見込まれるため、引き続き
実施していく。

か所

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

　既存の実施園に加え平成２９年度新設園で延長保育を実施した。今後も新設園等の実施
の推進を図っていく。人

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）



（４）　ショートステイ

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　ショートステイ

量の見込み　① 1,113 1,087 1,061 1,030 1,001 1,061 0

確保の内容　② 1,113 1,113 1,113 1,113 1,113 1,113 0

②　－　① 0 26 52 83 112 52 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人日 1,113 1,113

0 0

　（５）地域子育て支援拠点事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　地域子育て支援拠点事業

量の見込み　① 人回 52,428 63,641 65,222 66,853 68,537 65,222 0

確保の内容　② か所 34 35 37 37 37 37 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 か所 34 37

0 2

（６）一時預かり（幼稚園在園児対象）

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量の見込み　① 57,112 56,788 72,000 68,604 66,396 72,000 0

確保の内容　② 57,112 56,788 72,000 68,604 66,396 84,548 12,548

②　－　① 0 0 0 0 0 12,548 12,548

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人日 69,373 56,788

12,261 0

　保護者が病気・出産・出張・仕事などの理由により、児を預かるショートステイを273日実施
した。　引き続き、支援の充実を図る。人日

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

　子育て支援センターなど、地域の身近な場所で乳幼児及びその保護者の相互の交流や、
子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行った。
　今後は、出産前から地域とつながり、妊婦に対しても支援していくことで、出産・子育てに
対する不安が軽減できるようにしていくことが課題である。

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

　一時預かり（幼稚園在園児対象）

　平成２９年度について、市内幼稚園において一時預かり（預かり保育）が実施され、園に
よっては実施時間の長時間化を図る施設もあり、実績値としては増加となった。今後につい
ても、需要は高いと想定されるため、引き続き事業を実施していく。人日

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）



（７）一時預かり（幼稚園在園児以外）

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量の見込み　① 68,220 68,220 68,220 63,640 63,640 68,220 0

一時預かり
（幼稚園以外）

43,200 43,200 48,000 56,100 56,100 31,045 △ 16,955

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児以外）

5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 0

トワイライトステイ 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340 0

計　② 50,740 50,740 55,540 63,640 63,640 38,585 △ 16,955

②　－　① △ 17,480 △ 17,480 △ 12,680 0 0 △ 29,635 △ 16,955

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

一時預かり
（幼稚園以外） 42,890 48,000

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児以外） 5,200 5,200

トワイライトステイ 2,340 2,340

計 50,430 55,540

一時預かり
（幼稚園以外） △ 310 4,800

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児以外） 0 0

トワイライトステイ 0 0

計 △ 310 4,800

（８）　病児・病後児保育事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　病児・病後児保育事業

量の見込み　① 4,995 4,995 4,995 4,995 4,995 4,995 0

病児・病後児保育 4,080 5,280 4,981 4,964 4,998 632 △ 4,349

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児利用）

163 163 163 163 163 163 0

計　② 4,243 5,443 5,144 5,127 5,161 795 △ 4,349

②　－　① △ 752 448 149 132 166 △ 4,200 △ 4,349

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

病児・病後児保育 4,080 4,080

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児利用） 163 163

計 4,243 4,243

病児・病後児保育 0 △ 1,200

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
（病児・病後児利用） 0 0

計 0 △ 1,200

人日

　一時預かり（幼稚園在園児以外）
【一時預かり（幼稚園以外）】
　平成２９年度は公立、法人立合わせて２０園で一時預かり事業を実施。今後も需要は高い
と予想されるので、引き続き事業を実施していく。
【ファミリー・サポート・センター（病児・病後児以外）】
　チラシの地域回覧や広報掲載、ラジオ番組での紹介や関係機関への事業内容の説明会
を通して「まかせて会員」の増加が図られた。引き続き、使いやすい制度となるよう検討を進
めるとともに、広く事業のPRを行い「まかせて会員」の増加に取り組む。
【トワイライトステイ】
　保護者の病気・出張・残業などの理由により、夕方から夜にかけての児の預かりであるト
ワイライトステイを205回実施した。引き続き、地域ごとの利用状況を踏まえ、支援の充実を
図る。

人日

確
保
の
内
容

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

人日

【病児・病後児保育】
　平成２９年度は新規開設は無いが、法人立保育所３園で病後児保育を継続的に実施し
た。今後、地域のバランスを考慮した増設を検討する。
【ファミリー・サポート・センター（病児・病後児利用）】
　病児・病後児の預かりを77件実施し、子育て中の保護者の支援が図られた。引き続き保
護者のニーズに対応できるように努める。

人日

確
保
の
内
容

人日

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

人日



（９）　ファミリー・サポート・センター（就学児の預かり）

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　ファミリー・サポート・センター（就学児の預かり）

量の見込み　① 4,398 4,356 4,340 4,314 4,236 4,340 0

確保の内容　② 4,398 4,398 4,398 4,398 4,398 4,398 0

②　－　① 0 42 58 84 162 58 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人日 4,398 4,398

0 0

（１０）　妊婦健康診査

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

　妊婦健康診査

量の見込み 人回 45,000 44,000 43,000 42,000 41,500 42,844 △ 156

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人回 43,973 42,846

△ 1,027 △ 1,154

（１１）乳児家庭全戸訪問事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量の見込み 人 3,600 3,500 3,400 3,400 3,350 3,384 △ 16

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人 3,450 3,555

△ 150 55

（１２）養育支援訪問事業

単位
平成２７年度

（Ⅰ）
平成２８年度

（Ⅰ）
平成２９年度

（A)
平成３０年度 平成３１年度

平成２９年度実績
（Ｂ）

平成２９年度
（Ｂ）－（Ａ）

　　平成２９年度の取組と今後の事業計画、課題等

量の見込み 人 660 660 660 660 660 660 0

平成２７年度実績
（Ⅱ）

平成２８年度実績
（Ⅱ）

確保の内容 人 660 660

0 0

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

　チラシの地域回覧や広報掲載での紹介や関係機関への事業内容の説明会を通して「ま
かせて会員」の増加が図られた。引き続き、使いやすい制度となるよう検討を進めるととも
に、広く事業のPRを行い「まかせて会員」の増加に取り組む。人日

　委託医療機関を通じて、妊婦に必要な健康診査を行った。【平成２９年度受診率】８４．０％
　受診率のさらなる向上に向けて、一層の周知、啓発に努めてまいります。

　養育支援訪問事業 　保健師等による支援家庭に対する訪問を197回、ヘルパー派遣による家事・育児の支援
74回実施したことによって、安定した養育の確保が図られた。引き続き、母子保健との連携
による支援に努める。

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）

　乳児家庭全戸訪問事業 　妊娠届出書かや妊婦健診から把握した、より支援を必要とする妊婦への相談等の実施す
るとともに出産後に向けて切れ目ない支援を行います。

確保の内容（計画と実績）の差（Ⅱ－Ⅰ）


